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地方公共団体の公会計導入と地方創生

　信用金庫と地方公共団体は、地域の人口減少・少子高齢化という共通の課題を解決するパー

トナーとして、相互に連携し、地域の活性化に取り組んでいる。その地方公共団体の現状につ

いて、筆者は『信金中金月報2017年10月号』で「人口減少・少子高齢化に直面し、(1)地域の実

情に合った行財政運営を実施していくために、地方分権改革のもと自主性・自立性が保証され、

(2)行財政の持続的・効率的運営による行財政基盤強化のための合併と広域連携というフレーム

ワークが準備された。また、(3)地方公共団体の行財政運営のための内部統制、監査制度の充実

といったガバナンスの強化が、統一的な基準により作成・開示することで行財政運営の透明性

や効率性・適正性を目指す地方公会計の実施とともに図られようとしている。」と述べた。

　このうち、地方公会計について言うと、従来の財政状況資料集は現金の収入・支出に着目し、

予算の適正・確実な執行の管理という面で優れていた単式簿記・現金主義という方式が採用さ

れてきた。近年、地方公共団体は、地方財政の厳しさに直面し、財政の透明性を高め、住民や

議会などに対する説明責任を果たす重要性が高まるとともに、地方分権の進展もあって、主体的

かつ責任ある行政が求められるようになった。

　そこで、総務省は、地方財政の効率化・適正化を推進するため、現金主義会計を補完するも

のとして、企業会計の考え方および手法を取り入れた複式簿記・発生主義の財務書類の作成・

公表を推進し、地方公共団体間の比較可能性を高める目的から、2015年1月に「統一的な基準

による地方公会計マニュアル」を公表した。それに対応して、すべての地方公共団体は、

2017年度までに、従来の財政状況資料集を補完するかたちで、地方公会計といわれる財務書

類を統一的な基準で公表することとなった。

　企業会計を模した複式簿記の導入によりストック情報（資産負債）とフロー情報（行政コス

ト）、さらに発生主義の導入により減価償却費や退職手当引当金繰入額などの支出の伴わない

コスト、連結会計の導入により関連団体を含めた財務状況が明示されることとなった。この新

財務書類は、固定資産台帳の整備を前提に、①貸借対照表、②行政コスト計算書、③純資産変

動計算書、④資金収支計算書の4表があり、②行政コスト計算書と③純資産変動計算書を結合

して3表とすることもできる。

　詳細な解説は割愛するが、財務書類について、その概要を簡単に説明すると以下のとおりで

ある。①貸借対照表は、地方公共団体が行政サービスを提供するどのような資産をどれだけ保

信金中金月報掲載論文編集副委員長

藤野　次雄
（横浜市立大学名誉教授・国際マネジメント研究科客員教授）
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有しているのか、その資産がどのような財源でまかなわれ、差額として「純資産」をどれだけ

蓄積しているのかを示したものである。②行政コスト計算書は、企業会計の損益計算書に相当

する。自治体活動は住民の福祉の増進を目的としているため、一会計期間において、資産形成

に結びつかない経常的な行政活動にかかる費用と、その行政活動と直接の対価性のある使用

料・手数料などの収益を対比させ、その差額を「純行政コスト」として計上している。③純資

産変動計算書は、株主資本等変動計算書に当たり、前年度末から今年度末までの純資産残高の

変動状況を表している。純行政コストから税収や国県等補助金等の財源の金額を差し引いた金

額を「純資産変動額」として計上している。④資金収支計算書は、キャッシュフロー計算書に

相当し、地方公共団体における取引を3つの主要な活動（業務活動、投資活動、財務活動）に

分類し、各活動に関する資金の収支状況を明らかにするものである。

　総務省のホームページでは、「都道府県」、「政令指定都市」、「それ以外の市区町村」を都道

府県毎の3グループに分類し、各地方公共団体の公会計が旧来の決算資料と併せて公表されて

おり、現時点で8割以上の地方公共団体の財務書類が開示されている。

　これまで総務省はホームページで、財政状況資料集について類似団体比較分析という方法を

用い、地方公共団体をグループ化し、地方公共団体毎のコメントを付して掲載してきた。な

お、この類似団体は、全国の市区町村を「指定都市」「中核市」「特例市」「都市」「町村」「特

別区」に分類し、このうち、さらに「都市」と「町村」については、人口と産業構造（第2

次・第3次産業就業人口比率）に応じて区分している。この分析における類似団体別財政指数

は、区分ごとに決算データの平均値等を示したもので、これを活用することによって、当該地

方公共団体の財政指数を平均値等と比較することができる。

　これに加えて、新たに発表された地方公共団体の公会計・財務書類では、「資産形成度・老

朽化比率」、「健全性・持続可能性」、「世代間公平性」、「効率性」、「弾力性」、「自律性」という

6つ観点も加味して地方公共団体の財務状況を確認できることになった。このことで、新旧両

方の分析結果を活用し、各地方公共団体の財務状況を把握できるようになった。

　地域金融機関は、第2次安倍政権下で掲げられた地方創生に対して、地方公共団体による地

方版総合戦略策定への協力や様々な地域活性化への取組みを支援してきた。また、近年では、

地域金融機関と地方公共団体とが連携協定を締結する動きが活発化しており、地域金融機関と

地方公共団体との関係は従来以上に緊密になっている。

　地方創生を促進するためには、財源確保が課題の一つであり、地方創生にかかる新型交付金の

活用が行なわれているが、事業継続性の観点から各地方公共団体の自主財源の確保が必要である。

人口や事業所数の減少により税収の確保が困難になることが予想される中で、地域金融機関が

地方公共団体に協力し地方創生を推進していくためには、協力関係にある地方公共団体の財政

基盤の現状と課題を理解し、その地域にあった活性化策を協働することが重要になる。そうい

う観点からも今回導入された地方公会計は役立つのではないだろうか。
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特 別 寄 稿 論 文

地域金融と競争政策
－銀行の経営統合と店舗・債権譲渡－

成城大学名誉教授
 村本　孜

Ⅰ．はじめに

　人口減少・企業減少という構造的変化（日本

銀行は「慢性ストレス」と呼称している。（注1））

の中で、資金需要は減少し、日本銀行のマイ

ナス金利政策もあり、地域金融機関の経営

は、厳しくなっている。市場環境にもよる

が、経営統合（合併、持株会社方式による株

式取得など）も持続的なビジネスモデル確立

の重要な選択肢になる。

　経営統合は、供給者の減少であるから、競

争政策的には当該の市場での競争確保・需要

者にとっての選択肢の確保が重要な課題とな

る。地域におけるライフラインとしての金融

サービス確保と適正な競争確保は、地域経

済・金融にとって悩ましい問題である。

　競争政策は、経済発展を図るために、公正

かつ自由な競争を促進し、事業者が自主的な

判断で自由に活動できるようにすることを目

的とする。供給者は自らの創意工夫により、

需要者（消費者）から選ばれる魅力的な商品

を供給しようと競争し、消費者のより良い商

品やサービスの欲求に対し、供給者はより安

くて優れた商品を提供することにより、市場

には豊富な商品が提供され、消費者はより自

分の欲しいものを選べるようになり、消費者

利益が確保されるからである（公正取引委員

会HP）。

　このように適正な競争の確保は、経済に

とって好ましい。しかし、競争促進は過当競

争や情報の非対称性など市場の失敗が生ずる

場合に有効でないことは、経済学の教えると

ころである。とくに、競争促進は経済が成長

する状況では妥当するが、減速経済・縮小経

済では競争政策に問題も多い。

　地域金融の文脈では、地域人口・企業が減

少する状況で、金融機関が過当競争で疲弊

し、経営が悪化するような場合に、経営統合

により当該市場での市場占有率（シェア）の

高まりによって、競争政策上の制約を課せら

れる場合、当該の金融機関自体の存続が困難

となる可能性もある。この点に注目した

（注）�1�．日本銀行『金融システムレポート』2018年4月に「⼈⼝や企業数が継続的に減少するという慢性ストレスを考慮すると」
（p.1、52）という表現がある。
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2018年4月11日の金融庁有識者会議「地域金

融の課題と競争のあり方｣ 報告の問題意識も

ここにある。

　一般に、経営統合はバックヤードや固定費

の削減効果を持ち、規模の経済性を実現する

というメリットの一方で、経営統合する市場

におけるシェアが高まり、寡占・独占の弊害

も生じる懸念がある。競争当局は、企業結合

審査において、その弊害の除去を求めること

があり、これを「問題解消措置」（注2）という（注3）。 

　バックヤードや固定費の削減のためには、

それらの業務の共同化・システム共同化があ

り、まずはその検討から始めるべきであろ

う。また、ビジネスマッチング、事業承継・

事業再生などの経営支援・コンサルティング

などでも人材の交流を含め、業務提携（アラ

イアンス）によるコラボレーション効果の発

揮も検討されるべきである。（注4）経営統合の

プラス面もあるものの、マイナス面も大き

く、とりわけ超長期にわたる人事抗争（資本

を握ったサイドからの人事介入など。統合後

の最初の入行生が幹部になるまで続くともい

われる。）が生じやすく、現にメガバンクに

その例が見られると言われる。

　日本の地域銀行の統合においても、市場

シェアの縮小などの観点から、公正取引委員

会から事業譲渡などの問題解消措置が求めら

れる事例がある（FFGと十八銀行の統合）。

地域銀行の場合、貸出の過半が中小企業向け

であり、いわゆるリレーションシップを前提

としているケースが多いので、貸出債権の譲

渡には問題が多い。この点について、銀行統

合が多いアメリカの事例から考察する。

Ⅱ．アメリカの銀行統合
1．銀行数から見た統合

　銀行の歴史は、合併の歴史といわれるが、

アメリカでは銀行数が多く、その分、統廃合

も多い。連邦預金保険公社（FDIC）の統計

によれば（図 表）、1990年に商業銀行は

12,343、貯蓄金融機関（スリフト）は2,815

を数えたが、2017年にそれぞれ4,918、752

（注）�2�．公正取引委員会「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」（2004年5月、直近は2011年6月改定）は「問題解消措置」
を「企業結合が一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる場合においても、当事会社が一定の適切な措置
を講じることにより、その問題を解消することができる場合がある」と規定している。また問題解消措置として「事業譲渡
等構造的な措置が原則であり、当事会社グループが価格等をある程度自由に左右することができないように、企業結合に
よって失われる競争を回復することができるものであることが基本となる。ただし、技術革新等により市場構造の変動が激
しい市場においては、一定の行動に関する措置を採ることが妥当な場合も考えられる。」とする。「構造的問題解消措置とし
ては、①事業譲渡、議決権処分・株式保有比率引下げ等、②競争者強化のための諸措置（長期的供給契約等）、③新規参入・
輸入促進のための措置等」があり、「行動的問題解消措置としては、①事業活動実施上の独立性維持、情報遮断措置等、②差
別的取り扱い禁止による閉鎖性・排他性問題の防止、③市場支配力不行使の確約」がある（川濵昇ほか［2008］pp.254～
259）。

　   3�．2007年3月28日の「運用指針」の改正では、SNNIPテストが明記され、小幅ではあるが、実質的かつ一時的ではない価格
引上げ（目安として5%から10%程度）をした場合に、需要者が当該商品の購入を他の商品又は地域に振り替える程度を考慮
することを明記した。企業結合審査においては、市場の構造的な変化に着目することが肝要で、競争を実質的に制限するこ
ととなるとは通常考えられない水準（セーフ・ハーバー）を示す指標として、市場全体の構造を表す指標として適切と考え
られるHHI及びその増分を用いることとし、その具体的な水準については、①HHI 1,500以下、②HHI 1,500超2,500以下かつ
HHI増分250以下、③HHI 2,500超かつHHI増分150以下とした。また、セーフ・ハーバーに該当しない場合には、個別の審査
を要するものの、過去の審査実績に照らせばHHI2,500以下かつ市場シェア35%以下の場合には競争を実質的に制限すること
となるおそれが小さいとした。

　   4�．業務連携の成功例として、TRI-Bankがあり、神奈川県で金融自由化に伴う競争の激化等に対応するため、1990年9月に三
浦信用金庫（現かながわ信用金庫）、平塚信用金庫、小田原信用金庫（現さがみ信用金庫）が、地域内住民及び中小企業等の
ニーズを満たす地域金融機関としての経営理念を尊重し、それぞれの独立性を堅持しつつ、スケールメリット及びコンセン
トレーションメリットを享受する新たな方法として、信用金庫業界初となる本格的な業務提携を行なったものである。
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に減少した。2000年以降でみると、2017年

の18年間に商業銀行は3,397減少し、年平均

189の減少数である。スリフトは同じ時期に

837減少し、年平均47の減少数である。（注5）

　アメリカの銀行産業は、参入・退出が活発

であることにその特色がある。2000～2017

年に問題金融機関数は5,179で年平均288、こ

れが退出数である。この間、商業銀行の新規

参入は、年平均71、スリフトは8なので、合

計79である。退出と参入の差である209が

ネットの減少数といえよう。

　表に見るように、2000～2017年に統合（合

併）は、商業銀行で4,479、スリフトで731あ

り、合計5,210で、この数は問題金融機関数に

ほぼ一致する。極論すれば、問題金融機関の

処理は殆んど統合によっているといえよう。

　何れにせよ、アメリカの銀行産業は、淘汰

と参入そして統合数が極めて多い。したがっ

て、統合に当たって、競争制限に対して、競

争政策当局から問題解消措置が講じられるこ

ともある。実務的には、事前折衝で調整さ

れ、問題解消措置としては、具体的には、店

舗譲渡の措置が多いように思われる。この対

応を参考にして、銀行の経営統合について日

本でも問題解消措置が考えられている。

　アメリカは情報開示が徹底されており、各

種統計も開示されているが、5,210件の統合

のうち、何件が店舗譲渡などを伴う統合なの

か、あるいはその具体的方策などについて

は、残念ながら包括的ないし一覧的には把握

できない。

2�．アメリカの銀行統合における問題解
消措置

　公正取引委員会は、2017年12月6日の事務

総長定例記者会見で、「企業結合審査の考え

図表�　アメリカ預金金融機関の数（FDIC統計）�
2017 2016 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2006 2005 2004 2003 2002 2001 2000

Commercial Banks 減少数 -3,397 4,918 5,112 5,338 5,607 5,847 6,072 6,275 6,519 6,829 7,076 7,279 7,397 7,523 7,628 7,767 7,887 8,080 8,315

New Reporters 合計 1,280 5 － 1 － 1 － 3 9 25 89 164 178 166 122 110 91 126 190

平均 71

Mergers 合計 4,479 196 221 264 238 203 172 165 184 152 261 282 305 269 261 224 276 354 452

平均 249

2003～2017 3,397

Savings Institutions 減少数 -837 752 801 844 902 965 1,011 1,082 1,139 1,183 1,229 1,255 1,283 1,310 1,348 1,414 1,467 1,534 1,589

New Reporters 合計 135 - - - - 1 - - 2 6 9 17 16 13 6 8 4 20 33

Mergers 合計 731 34 30 40 35 29 36 31 13 27 32 39 37 41 58 49 56 63 81

Problem Institutions

Number 合計 5,179 95 123 183 291 467 651 813 884 702 252 76 50 52 80 116 136 114 94

（出所）https://www.fdic.gov/bank/statistical/stats/2018mar/fdic.pdf

（注）�5�．スリフト（Thrift Institution）は主に個人からの預金を集め、個人向けの各種ローン（住宅ローン、消費者ローンなど）
に融資する金融機関で、Savings and Loan Association（SLAないしS&L）, Mutual Savings Bankを指す。Credit Unionを含
むこともある。
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方について（参考資料）」を配布資料として提

示した。その中に、アメリカを含む「諸外国

における銀行の統合案件（問題解消措置が採

られたもの及び禁止決定が行なわれたも

の）」を掲げている。これによれば、2003～

2016年に8件の問題解消措置を伴う統合案件

が認可された。

　この事例を手掛かりとして、司法省

（DOJ）、連邦取引委員会（FTC）、連邦準備

（Fed）のプレスリリース、ニュースなどを

検索し、店舗譲渡を伴う統合事例を辿る試み

を行なった。その結果、無論全てを網羅して

いるわけではないが、2000～2016年におい

て22件、また2003年以降では11件の事例を

司法省のプレスリリースから得ることができ

た。（注6）この間の銀行統合数は4,479件である

から、全統合数のうちの0.5％が店舗譲渡事

例である。

　注3で見たように、日本では企業結合審査

の運用指針（企業結合ガイドライン）を定め

ているが、アメリカでも司法省（DOJ）の

“DOJ 銀行統合ガイドライン”がある。合併

後のHHI（ハーフィンダール・ハーシュマン

指数）が1000以下であれば集中なしで、競

争上問題なしである。1000～1800ではやや

集中的で、1800超であれば集中度が高い、

とされる。HHIが1800超でも統合によるHHI

の増分が200以上でない場合には銀行のM&A

は許容される。DOJ銀行統合ガイドラインの

集中度の閾値水準は、預金市場でのシェアで

35%超である。（注7）

3．アメリカの統合審査の例

（1�）個別事例に見る事業譲渡（店舗譲渡を

伴う場合）～HuntingtonのFirstMeritの併合

（2016年7月）：DOJ発表～

　DOJは、2016年7月13日のプレスリリース

（Huntington Bancsharesに よ るFirstMeritの

買収）に際し、一部地域において13店舗を

分離することを条件に認可することを表明し

た。オハイオ州コロンバス市に本拠を置く

Huntington Bancshares（以下[HB］、資産730

億ドル、750支店、ATM1,500台）は、オハ

イオの他、インディアナなど6州で営業し、

一方、FirstMerit（以下［FM］）はオハイオ

州アクロン市に本拠を置き（資産261億ド

ル、370支店、ATM400台）で、オハイオの

他、イリノイなど4州で営業している。両行

の統合に際し、DOJは反トラスト上の条件と

して、営業テリトリーのうち、ノースイース

ト13店舗（預金7.4億ドル）を売却すること

とした。これにより、［HB］はオハイオ州で

最大となる。

　DOJの発表は以上であるが、2016年7月29

日のFedの プレスリリース（FRB Order 

No.2016-13）において、統合承認書を添付

している。

（注）6�．文末注に一覧を示した。
　　7�． Fedの銀行統合のFAQsの（4）には、（i）M&AはHHIの増分が200以上ないしHHIの水準が1800超になる場合、ないし、（ii）

統合後の市場シェアが35%以上になる場合、に審査されると記されている。（i）はDOJ基準、（ii）はFed基準である。Fedは
預金規模5,000万ドル以下の小規模金融機関の場合、統合後の市場シェア基準を40％以上としている（FRB of Kansas Cityに
よる。統合後HHIでは2000超で増分400以上ないし2500超で増分300以上であれば審査対象）。
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（2）Fedの統合承認書

　Fedの統合承認書は、銀行統合に関して、

統合申請の法的根拠、合併行のプロフィール

（預金規模での全米レベル、各州レベルでの

順位など）、統合による競争状況、経営状

況、CRA対応（地域貢献）などが検討され、

ほぼ定型的な記述である。

　イ．競争状況

　両行はオハイオ、ミシガン、ペンシルベ

ニア州の27の市場で競合しており、この市

場での競合行の数、預金のシェア、DOJガ

イドラインによるHHIの水準と増分を検討し

た結果、HHI基準では27市場のうち、22市

場でDOJガイドラインに適合している。し

かし、オハイオのアクロン市、アシュラン

ド郡、アシュタビュラ郡、カントン郡、ミ

シガン州のキャデラック市でDOJガイドラ

インの閾値を越え、統合前でも預金市場

シェアが35％を超えている。キャデラック

市場では、［HB］の預金シェア1.4％（7位）、

［FM］は36.0％（1位）で統合後に37.4%と

なる（HHIは2604→2706、増分は102）。シェ

ア・HHI共にDOJ基準を逸脱するが、HHIの

増分基準には達していない。この市場には、

有力なクレジットユニオンが3つあり、これ

を考慮するとHHIの上昇は2346に留まり、

預金シェアも34.7％に留まり（クレジットユ

ニオンの計数は50％で評価）、DOJ基準をク

リアする。さらに、5つの預金金融機関が競

合先として残り、そのうち1つは25％のシェ

アを有することから、店舗譲渡措置は不要

とした。

　一方、アクロン市場では、［HB］は預金

シ ェ ア6.7％（5位）、［FM］は33.7％（1位）で統

合後に40.4％となり（HHIは1691→2141、増

分は450）、DOJ基準を逸脱している。競争

制限対策として、［HB］は申請書で1店舗を

譲渡するとした。この市場には6つのスリフ

トと7つのクレジットユニオンが存在し、ま

た［FM］の本店には融資に使用できない

out-of-marketの預金（法律・契約等で銀行

業務一般に使用できない）があり、同様な

預金が競合行にもあり、それらを控除し、

店舗譲渡とスリフト及びクレジットユニオ

ンの存在を勘案すると、統合後の預金シェ

アは38.0％、HHIは1930（増分は382）の上昇

に留まる。また、この市場には27の競合行

が残り、そのうち2行はそれぞれ12％超の

シェアを有すること、他の2行はそれぞれ

6％のシェアを有することから、アクロン市

場での競争は確保される。さらに、同市場

には新規参入（2015年に1行）があり、また

2012年以降2行がM&Aで参入していること、

既存の競合行が2015年に新規支店を開設し

ているなど、潜在的競合者にとって魅力的

な市場である。

　ロ．競争条件に関する結論

　27市場のうち、22市場は競争上問題なく、

5つの市場では統合前のシェア・HHIがDOJ

ガイドライン上問題であった。そこで、申請

では、3つの市場で店舗譲渡を行ない、DOJ

基準をクリアすることとした。

　DOJは、アクロン、アシュタビュラ、カント

ン市場における店舗譲渡を伴う申請が競争に
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悪影響を与えるものではないとしたが、これ

を受けてFedは競争および市場の集中に重要

な悪影響を及ぼすものではないと結論付け、

当該申請は競争上問題ないと決定した。（注8） 

　Fedの承認書では、財務等の検討も行なわ

れ、CAMEL項目がチェック、とくに資本の

健全性が重視される。この案件では、資本状

況は良好とされ、この他の経営評価・リスク

マネージメントシステム・運用状況、コンプ

ライアンス、消費者保護、マネーロンダリン

グ対策などをチェックした上で、統合申請を

承認した。

　ハ．地域貢献評価（CRA評価）

　Fedの審査の重要項目の統合による地域へ

の還元・貢献度の評価（CRA）では、地域

の信用ニーズにいかに応えているか、とりわ

け中低所得層（LMI） に対する資金供与も問

われる。

　この点について、パブリックコメントの2

つの異議申立を取り上げている。1つは、ア

フロアメリカンやヒスパニックに対する住宅

関連ローンが、著しく低く、店舗の統廃合も

公共利益に反し、とくにLMIに不利となると

した。もう1つは、［FM］が、現在提供して

いる信用モニタリングプログラムがなくなる

ことへの懸念、また統合により雇用減少に繋

がること、統合行のこの点に関する対応に疑

義があることである。この異議申立てについ

ての、当事行の回答と当局の妥当判断も示し

ている。

　Fedは CRA格付けにも注目し、［FM］の

OCC（通貨監督局）によるCRA格付けは総

合 評 価 で “Satisfactory”（June 17, 2013）、

Lending Test and Service Testは “High 

Satisfactory”、Investment Testは“Low 

Satisfactory” であり、また、CRA関連の記

録、fair lendingや消費者保護に関するコン

プライアンスなどについて、パブリックコメ

ントや、OCC・CFPB（消費者金融保護局）と

の協議などを踏まえ、地域貢献に関する当事

行の申請につき適正と判断した。

　ニ．金融安定性

　2010年のドッド＝フランク法において、

M&Aや統合による、銀行･金融システムの安

定性に対する集中リスクの増大の影響を勘案

することがFedに求められる。この点に関

し、この案件では、アメリカの銀行・金融シ

ステムの安定性に与える統合（集中）リスク

が増大することはないと判断し、Fedとして

この申請と金融システムの安定性は整合的で

あると結論した。

　ホ．総合的な結論

　本申請案件は、以上の諸検討から、妥当な

ものと判断する。競争条件の検討にあるよう

に13店舗は譲渡される。

　Fedのこの案件に関する審査報告は以上の

ようなもので、競争状況以外にも、財務・経

営評価・リスクマネージメントシステム・運

用状況、コンプライアンス、消費者保護、マ

ネーロンダリング対策、地域貢献、金融シス

（注）8�．このように、競争状況については、HHI（レベルと増分）と市場シェアが勘案されるが、その際、銀行の市場だけでなく、
スリフトやcredit unionも加味する点が重要で、競争相手として預金金融機関全てを考慮し、新規参入なども考慮することは
注目される。
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テム安定性など幅広く検討して、認可に至る

ことが分かる。（注9）しかし、店舗譲渡に伴う

債権譲渡がリレーションシップバンキングを損

なうことになるかなどには触れられていない。

４．アメリカの当局の統合審査

（1） 統合審査

　アメリカの企業統合は、1914年のクレイ

トン法の第7条（競争制限・独占になる株

式・資産取得の禁止）をベースに審査され、

企業統合を企図する事業者は、所管当局に申

請を行なうが、1976年の第7A条（ハート・

スコット・ロディーノ法）で事前届出制と

なった。7条に基づく企業結合審査は、司法

省反トラスト局と連邦取引委員会（FTC）

の共管である。事業者の事前届出は、DOJと

FTCに対して行なうことが義務付けられる。

　DOJ・TFCは、直接差止はできず、連邦

地方裁判所に差止（予備的、永久的）請求を

する。企業結合が実行された後でも、企業結

合を審査し、訴訟により差止や企業結合を元

に戻す（企業分割）ことは可能である。DOJ 

には、行政審判がないが、刑事訴追だけでな

く、差止請求訴訟を提起することができる。

他方、FTCは行政審判ができ、審決の結果

事業者が不服である場合、起訴できる。さら

に、シャーマン法違反行為は、FTC法5 条に

も違反するため、FTC は排除措置を命じる

ことができる。DOJとFTC は事前に申請案

件の担当を割り振っている。（注10） 

　銀行の統合に関しては、FRBのホーム

ページにFAQsがあり、その中にM&Aの競争

に関する効果についての記述がある。銀行の

統合（M&A）については、BHC Act, Bank 

Merger Act, Home Owners' Loan Actに準拠

して行なわれるが、リテール市場における競

争環境がまず問題になる。各連銀・理事会ス

タッフとDOJの反トラスト部によって協議さ

れる。

　FedのFAQsから得られる重要な論点は、

　①�Fedの反トラスト市場の判断基準は、消

費者にとって選択肢があること、代替的

供給者が選択肢になる地理的範囲に存在

することである。

　②�地理的範囲の定義として、Fedは全米を

1500超 の 地 域 市 場 に 分 割 し て い る。

個々の申請毎に地理的市場を定義するこ

とはなく、これは申請処理案件数が多い

（注）9�．DOJ基準を満たさない統合でも認可される場合がある。2017年12月18日のFRBプレスリリースによると、Commercial 
BancgroupによるCitizens Bancorp, Inc.の買収申請認可がある。“Middlesboro market”でCommercialは同市場での最大行で、
22.7％のシェア、Citizensは同市場で5位、シェア12.6％で、統合行はシェア35.3％、HHIは1626→2167（増分571）となり、
DOJ基準をクリアしていないが、DOJは預金シェア・HHIは当該市場の潜在的競争圧力を十分反映していないとした。すな
わち当該市場は相対的に小規模かつ農村エリアで、統合後も9つの競合行が存在する。そのうち１行は預金シェア20％超、2
行はそれぞれ14％超、1行は5%超である。さらにクレジットユニオンが2つ存在する。これらの存在により、当該市場で統合
後でも競争は維持され、統合行が競争を阻害することはないとDOJは判断し、当事行の申請につきFedにその旨助言した。
Fedとしては、競合行の数や市場の特性などを勘案し、統合の申請はMiddlesboroを含む全地域で競争を阻害することはない
と判断した。このように、DOJガイドラインの基準に抵触する可能性があったが、DOJ・Fedは統合申請を認可したのであ
る。このように、競争状況については、HHI（レベルと増分）と市場シェアが勘案されるが、その際、銀行の市場だけでな
く、スリフトやcredit unionも加味する点が重要で、競争相手として預金金融機関全てを考慮し、新規参入なども考慮するこ
とは注目される。

　 10�．申請者（取得者と被取得者）は、DOJ・FTCの事前届出部署に届出を行ない、初期的審査を受け、その後企業結合スクリー
ニング委員会に回送され、企業結合審査の可否が判断される。DOJ・FTCともに審査必要とした場合と可否判断が異なる場
合には、両者が話し合い、どちらが審査するかを決める。このプロセスが第1次審査である。第2次審査は広範かつ詳細な情
報を記載した書類提出が求められ、問題解消措置が指摘され、申請者と当局が交渉し、合意されれば（DOJは同意判決、
FTCは同意命令）、結合が承認となる。
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こと、申請処理をタイムリーに行なう必

要があり、申請者が事前にFedの競争状

況チェックがどのように行なわれるのか

を予測可能にすることなどによる。（注11）

　③�Fedが考える緩和措置とは、（i）参入の

誘引性（魅力）・参入しやすさ、（ii）競合

先数、（iii）市場シェアの大きい競合先数、

（iv）市場の縮小要因、（v）合併相手先の

経営破綻・経営悪化の有無などである。

　④��反トラスト対策としては、第3者への店

舗の譲渡（預金・資産を含む）がある

（HHI増分200以下・統合後HHI1800・統

合後預金シェア35％以下）。しかし、譲

渡水準を決定する一般的なガイドライン

は存在しない。

で、③の（v）のように合併相手先の破綻懸念

も考慮される点は重要である。破綻した場合

の処理コスト負担などの問題があるからであ

ろう。

（2） 当局間の異なる判断の解決策

　アメリカの統合審査では、DOJとFedの役

割分担がある。DOJは申請について競争上の

観点からの評価を行ない、監督当局に競争に

ついてコメント（異議申立）を行なう役割を

有する。DOJの異議申立は申請後30日以内

で、場合によっては15日に短縮できる。

DOJが申請に競争上の懸念がある場合には、

反トラスト法に基づき訴訟可能である。

　申請の初期段階では、Fed・DOJ共に

FDICのSOD（Summary of Deposits）、 によ

りHHI分析を行なう。DOJは地理的な市場を

確定できないので、ケースバイケース方式を

採る。そこで、第1段階として、DOJはFed

の地理的特定を使用する。その際、①リテー

ルバンキング、②小企業向けローンなど、を

重視する。DOJはリテールの顧客は居住地域

ないし勤務地域の銀行を自由に選択するのに

対して、小規模企業の取引は地理的に限定さ

れかつFedの特定する地理的範囲よりも狭い

ことから、FedのHHI基準に適合した事例を

DOJはチェックする（FAQsの29）。（注12）

　DOJが行なう評価に際して、市場集中度

（市場シェア・HHI）は競争状況を過剰評価

する可能性があるので、それを補強する情報

として、①商業・工業ローンのような事業

ローンの額（FedのHHI基準を超える申請者

の支店・市場での）、②スリフトやクレジッ

トユニオンとの競争を含む小規模企業向け市

場の競争状況、CRAに準拠する小規模企業

向け融資の状況、③人口増加・1店舗当たり

人口・預金増加・1店舗当たり預金・1人当

たり所得などで示される市場の成長力・活性

度、④銀行が破綻した場合、銀行サービスの

維持に伴う公共利益の確保が競争に優先され

る。被統合行のパフォーマンス・資産規模な

（注）11�．アメリカの地方政府は、州（50）の下に、郡（3,007）がある。Fedの市場区画は、非都市部については郡準拠である。都
市部では、Ranally Metropolitan Area （“RMA” .Rand McNally社が経済機能に基づいて米国の都市を分類したもの）ないし 
Metropolitan Statistical Area（“MSA”. US行政管理委予算局作成のUS大都市統計地域［人口5万人以上］）が使用される。

      12�．FDICの審査基準によると、集中度テストは第1段階であり、それに適合しない場合には、市場の競争状況をより詳しく
検討するとしている。具体的には、当該市場における競合金融機関の数・規模・強さ・経営状態・意欲や、その市場の人
口・所得水準・経済成長などの新規参入の可能性、市場に直接参入するのではないエレクトロニック・バンキングによる新
規参入の可能性も考慮するとしている。
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どが下落傾向にある場合・破綻の懸念がある

場合、などがあるほか、当局は多くの利害関

係者にインタビュー調査なども実施する

（FedのFAQsの30およびカンザスシティ連銀

など）。（注13） 

　以上のような対応を行なっても、DOJが競

争上の懸念を払拭できない場合には、DOJは

監督当局に対して申請に反対する報告を行な

う。それにも拘わらず、監督当局が申請を認

可した場合には、30日以内に反対の訴訟を

起すことができる。

　このように連邦の行政部署間で判断が異

なった場合には、最終的には、裁判で決定す

ることになる。ただ、実務上は脚注13のよ

うに監督当局の判断が優先される。

Ⅲ．地域金融における競争政策
1．金融業の特殊性

　アメリカの銀行産業は、参入・退出の旺盛

な市場である。例えば、融資担当者が顧客ご

とスピンアウトして銀行を新設してしまう

ケースがあり、日本とは大きく産業構造・事

業構造が異なっている。したがって、単純に

アメリカの統合状況における店舗譲渡などの

問題を日本に適用することには留意点が多

い。アメリカは、国土面積が日本の約26倍、

人口も約2.6倍である。日本の国土の70％は

山岳地で、残りの30％に人口がほぼ集中し

ている。銀行数は、アメリカ4,918（スリフ

ト752を加えると5,750）、日本は106（地域

銀行。信金262を加えても368）である。人

口対銀行比率を計算すると、アメリカは1行

当たり6.6万人（スリフトを入れても5.7万

人）、日本は1行当たり119.3万人（信金を入

れても34.5万人）で、アメリカに比べて寡占

化が進んでいるともいえ、産業構造が大きく

異なる。

　金融業における競争政策を考察する際、そ

もそも銀行がなぜこれまで他の産業に比べ、

特別な扱いを受けていたか、という点を考慮

する必要がある。銀行とは、信用と信頼に

よって成立する産業であり、情報の非対称性

を内包する、すなわち預金者等が銀行の経営

状況を把握することには限界があるという側

面を有している。また、1銀行の倒産は、他

の銀行へ波及した場合の影響は計り知れない

ものに拡大する可能性がある。銀行間決済等

を通じて金融システム全体に与える影響が大

（注）13�．アメリカでは、規制産業について、反トラスト措置が規制スキームを破壊ないしそのスキームと対立する場合には独禁法
の適用除外となる判例がある（Credit Suisse Securities (USA) LLC v. Billing、 551 U.S. 264 (2007)： 証券関連法は、独占
禁止法の適用を暗黙のうちに排除するとし、政府規制分野における反トラスト法の適用除外についての判断を示す判決とさ
れる）。このクレディ・スイス判決は、新規発行株式(IPO)の引受人である主要投資銀行(Credit Suisse Securities)によるシ
ンジケートに関連して、販売の条件を制限する合意が、反トラスト法違反となるかどうかが問題となったものである。問題
となったのは、投資家が①後からより高い価格で当該証券を追加的に購入すること（ラダリング）、②その後の証券の購入
における通常よりも高い手数料を支払うこと、③その他の魅力の低い証券を購入すること（抱き合わせ）、を約束しない限
り人気の高い新規公開株を販売しないとの合意の正当性についてであった。最高裁は、これまでの最高裁判決を踏襲し、反
トラスト法の黙示の適用除外の可否の判断においては、証券法と反トラスト訴訟との間に「明白な矛盾」すなわち「明白に
両立不可能であること」が必要であるとし、本件についても証券法と反トラスト法は明らかに矛盾すると認定した。証券業
の規制においては、反トラスト機能が組み込まれていることが前提となっているからである。最高裁がこの立場から下級審
（第2巡回区控訴裁判所）の判断を覆したのがこの判決である。2004年のTrinko判決も、通信法による規制分野の行為に、
反トラスト法が適用されるかが問われたもので、通信法における反トラスト法の留保規定のため、反トラスト法の適用除外
は否定したものの、反トラスト法を適用することのデメリットに言及し、政府規制分野への反トラスト法の適用に慎重な態
度を示したものであった。クレディ・スイス判決は、このような最高裁の傾向を確認するものといえる、と評価されている
（村田[2012］pp.26～27）。
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きい、いわゆるシステミック・リスクであ

る。ニューヨーク連銀の総裁であったコリガ

ンは、銀行を「決済勘定を提供する機関」と

定義した上で、銀行は決済勘定を提供するが

故に他の産業と比べて特別な存在であり、公

共的なセーフティネットの恩恵を蒙るととも

に、公的な規制に服する義務が生じると指摘

している。何らかの理由で預金者の銀行に対

する信認が失われれば、流動性のミスマッチ

による預金の取付が生じうるので、取付を未

然に防ぎ、銀行の健全性を維持するには、銀

行に対してセーフティネットを提供し、銀行

は公的な健全性規制に服するという対処法が

ある。銀行は、中央銀行の「最後の貸し手機

能」や預金保険制度などのセーフティネット

の対象となることで、預金価値を保全し、取

付の脅威から守られる。

　個別機関に対する信認の低下は、当該機関

と他の金融機関との取引停止というインター

バンクの経路を通じても、市場全体の危機へ

と波及する。このため、市場取引に不可欠な

信認の低下・崩壊の主因となる銀行の経営悪

化・破綻を防止する規制の必要性が生じる。

また、金融システムは金融政策を伝達する経

路であり、中央銀行・政府はその観点から金

融システム制度に対し一定のコントロールを

持つことを望む場合が多い。競争政策の金融

セクターへの適用が抑制されてきた背景に

は、銀行の特殊性に鑑み、プルーデンシャル

規制の一環として、銀行を保護してきたこと

が挙げられよう。

2．銀行統合と競争政策

（1）　伝統的銀行競争政策の限界

　伝統的な銀行競争政策は、効率性とリスク

テイク・インセンティブのバランスを追求し

てきた。その主たるツールは参入・退出の

ルールと銀行の統合ルールで、市場集中度に

フォーカスしてきた。ところが、現代の銀行

業は市場ベースかつコンテスタブルであり、

高 いリスクテイク・インセンティブ を 持 つ

が、このような状況では、集中などの市場構

造にフォーカスする競争度重視の伝統的な競

争政策の効果は限定的になる。銀行競争政策

は、巨大化した金融機関に固有なtoo-big-to-

fail問題を解決するように再検討することが

必要である。そこで銀行業の市場構造よりも

銀行行動の範囲を検討することが重要になる。

金融危機を踏まえると、競争政策は短期的には

集中が進むことや政府の規制を許容するよう

に設計されるべきである（Ratnovski［2013］）。

　金融理論的には銀行業は特別な性格を持つ

と理解され、この点を競争政策のコンテクス

トで整理することが重要である。一般に、非

金融セクターでは競争政策は効率性（競争的

価格決定）にフォーカスするが、銀行・金融

セクターには先のシステミック・リスクとい

う特性がある。近年の金融危機で明らかなよ

うに、過度のリスクテイキングは経済厚生に

深刻な影響を持ち、銀行危機が実態経済に大

きな負の外部性を有するからで、銀行競争政

策はマクロプルーデンス要因を考慮すべきな

のである。
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　競争が強ければ銀行の企業価値は下がり、

リスクテイクのインセンティブが強まる。一

方、競争が弱くなれば非効率性は高まり、

too-big-to-fail 問題が生じる。その結果、中

程度の競争（過剰な規制はせず、無秩序な競

争はしない）が最適となる。銀行競争とリス

クテイキング、金融システムの安定性に関す

る理論的分析・実証的結果について決着が付

いているわけではなく、以下のように2つの

相対立する見解がある。競争が銀行経営の安

定性を損ねるという見解（competition-

fragility view）と競争が銀行経営の安定性を

高めるという見解（competition-stability 

view）である。日本について、尾島 ［2017］

は、「1990年代前半までは、競争激化は銀行

経営の安定化に寄与していたが、90年代後

半以降の低金利環境下も続いた競争激化は、

むしろ銀行経営の安定性を低下させる方向に

寄与してきたとみられる。わが国の地域金融

機関については、マークアップの低下として

表れている競争圧力の強まりが、1990 年代

中頃を境に、経営安定度を改善させる方向か

ら悪化させる方向へと転換したことは注目に

値する。」（pp.3～4）とし、competition-fragility 

viewの妥当性を示している。そして、「こう

した競争環境の激化が、地域金融機関の基礎

的収益力の低下を通じて、わが国の金融シス

テムの将来にどのような影響をもたらすか

は、マクロプルーデンス政策の視点から極め

て重要な分析課題である。」（p.15）とした。

（2）　競争政策の新展開

　最近の銀行の競争政策はリーマン・ショッ

ク後の国際金融危機を踏まえ、競争とシステ

ミック・リスクの関係を考慮して競争政策の

権限をプルーデンス当局に与えることと、競

争政策当局が（効率性に次ぐ目的として）金

融安定の視点を導入するよう、プルーデンス

当局と十分な調整を行なうことに視点が置か

れる。

　ITの進歩（金融イノベーション）の下で

は、ハード情報が重視され、銀行はより競争

的になり、それが過度になると収益が減少

し、経営が不安定になる。ハード情報依存に

なると銀行のオペレーションは計測し易くな

るので、新しい顧客にアクセスし易くなる一

方、ハード情報は銀行の資産の市場性を高

め、銀行は資産の売買などトランズアクショ

ン・バンキングに専心し、ますます競争的に

なって低収益に陥る。

　しかし、ソフト情報はSME融資・シンジ

ケートローン・開発途上国における融資など

では重要である。競争政策の観点からすれ

ば、SME融資などリレーションシップに重

きを置き、ソフト情報に依存する分野では競

争政策は限定的になるといえよう。

Ⅳ．まとめ

　金融システムは規制緩和・競争促進によっ

て、消費者・生活者により質の良い金融サー

ビスを提供可能になってきたが、金融機関の

過剰なリスクテイキングにより破綻・退出の

事例も多くなり、金融再編も活発化した。
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リーマン・ショックのようなグローバル危機

における金融システム不安に対応するには、

競争政策よりも金融システムの安定性確保

（マクロプルーデンス）が重視されるように

なった。アメリカのドッド＝フランク法では

金融システム安定性に力点が置かれるように

なったのはその顕れである。さらに、競争政

策に意味があるのは、経済が競争によって経

済厚生が高まると期待される状況であるが、

人口減少などによる慢性ストレスの下では競

争促進は、銀行などのプレーヤーに過度のリ

スクテイキングを迫ることも懸念される

（competition-fragility view）。

　さらに、ITなどイノベーションは金融分

野でも著しい展開を遂げ、フィンテックなど

新たな銀行代替業務や代替主体を現出させて

いる。このような状況は、競争政策の基礎と

なる市場の確定などに困難をもたらすことが

予想される。慢性ストレス下での競争政策

は、金融業の特殊性を新たな視点で検討する

ことも課題となろう。とくに、金融サービス

という無形の商品は、地理的区画に馴染み難

く、インターネット空間では地理的区画は意

味を持たないからである。また、銀行に固有

な業務である融資に代替する資金供給手段が

多様化し、事業者金融（ノンバンク）、ファン

ド、NPOバンク、クラウドファンディング

などが普及・活用されていることも競争政策

のコンテクストで検討されるべきであろう。

　日本の現状からすると、銀行の統合は、公

正取引委員会と金融庁が、相互に独立に、平

行して審査を行ない、認可するスキームと

なっている。このスキームの下では、両機関

の判断が異なる場合には調整するルールが不

明確である。このルールの明確化など課題が

残っている。また、リレーションシップバン

キングを壊すような債権譲渡が果たして顧客

本位であるかについては慎重な対応が必要で

ある。

【文末注】アメリカの店舗譲渡を伴う統合事例

①2016年7月13日：Huntington Bancshares+ FirstMerit Corporation （13店舗譲渡）

②2016年4月28日：Keycorp’s + First Niagara Financial Group（18店舗譲渡）

③2015年11月13日：Springle+One Main Financial（127店舗譲渡）

④2011年11月10日：First Niagara Bank N.A.+ HSBC Bank USA N.A. （26店舗譲渡）

⑤2011年5月18日：Berkshire Hills Bancorp +Legacy Bancorp （4店舗譲渡）

⑥2011年4月1日：Hancock Holding Company +Whitney Holding Corporation（8店舗譲渡）

⑦2008年12月11日：National City Corporation+ PNC Financial Services Group（61店舗譲渡）

⑧2007年6月12日：Merger of First Busey Corporation+Main Street Trust Inc.（5店舗譲渡）

⑨2006年10月19日：Regions Financial Corp. + Amsouth Bancorporation（52店舗譲渡）

⑩2004年8月25日：Wachovia+Suntrust（18店舗譲渡）

⑪2003年5月8日：BB&T+First Virginia Banks Inc （11店舗・2ドライブイン譲渡）

⑫2001年12月3日：Suntrust Bank + Huntington National Bank（7店舗譲渡）
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⑬2001年11月29日：Wells Fargo & Company+Texas Financial Bancorporation（6店舗譲渡）

⑭2001年7月26日：First Union Corp.+Wachovia Corp.（38店舗譲渡）

⑮2001年3月8日：Fifth Third Bancorp+Old Kent Financial Corporation（6店舗譲渡）

⑯2001年1月25日：FleetBoston Financial Corp. + Summit Bancorp （5 店舗譲渡）

⑰2000年10月18日：Wells Fargo & Company + Brenton Banks Inc.（3店舗譲渡）

⑱2000年9月14日：Wells Fargo & Company + First Security　Corp.（37 店舗譲渡）

⑲2000年8月15日：NBT Bancorp+BSB Bancorp　（1店舗譲渡）

⑳2000年6月21日：Old National Bank + Permanent Bank（2店舗譲渡）

㉑2000年5月22日：Wells Fargo & Company + First Commerce Bancshares （3店舗譲渡）

㉒2000年1月24日：Centura Banks +Triangle Bancorp（18店舗譲渡）
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（キーワード）　�フィンテック、オンライン、中小企業、電子記録債権　資金繰り

（視　点）
　2013年2月から、（一社）全国銀行協会は、電子記録債権取引システム「でんさいネット」を
運営している。電子記録債権は、大企業のみならず中小企業・個人事業主においても認知度は
高まっているものの、その利用の本格化はこれからといえる。
　こうしたなか、本稿では、電子記録債権を活用したフィンテックサービスに挑戦するトラン
ザックス（株）（東京都港区）の取組みを紹介する。

（要　旨）
⃝�（株）全銀電子債権ネットワークが公表する「でんさいネット請求等取扱高（2018年2月
分）」によると、発生記録請求にかかる件数および金額ともに、年々増加傾向となっている。
直近、2017年度累計は、件数ベースで200万件を超え、金額ベースでは14兆円を超えた。

⃝�「でんさいネット」はさまざまな課題を抱えており、普及において頭打ち感があるものの、
発生記録請求の件数ベースでは、中小企業の占める割合は過半数を超え、金額ベースでは4
割を占める。また、中小企業・個人事業主における「でんさいネット」の利用件数・金額
も増加傾向である。電子記録債権の普及は、中小企業の資金繰りを支える重要な鍵を握る
といえる。電子記録債権を利用する企業が高い利便性を享受するための環境整備には時間
を要するものの、中小企業における電子記録債権の普及には、まだまだ伸びしろがあると
いえよう。

⃝�「フィンテック」の分野では、個人向けサービスだけではなく中小企業向けサービスにおい
ても、財務会計に着目したクラウド会計サービスに加えて、さまざまな切り口から展開す
るサービスが生まれてくるであろう。地元の中小企業を支える信用金庫にとっては、こう
した中小企業向けフィンテックサービスの動向を情報収集しながら、それぞれの経営戦略
上、こうしたサービスにどのように向き合っていくのかを具体的に検討していくステップ
に来ているといえよう。

調 査

電子記録債権を活用したフィンテックサービスへの挑戦
−中小企業の資金繰り改善支援に向けた取組み−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

藁品　和寿
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1．でんさいネットの利用状況

　手形の代替を前提にインターネットで債権

をやりとりする仕組みである電子記録債権取

引システム「でんさいネット（注1）」は、2013年2

月から、（一社）全国銀行協会が運営している。

 　（株）全銀電子債権ネットワークが公表す

る「でんさいネット請求等取扱高（2018年2

月分）」によると（図表1）、発生記録請求（注2）

にかかる件数および金額ともに、年々増加傾

向となっている。直近、2017年度累計（注3）

は、件数ベースで200万件を超え、金額ベー

スでは14兆円を超えた。

　しかし、（一社）全国銀行協会が公表する

「全国手形交換高・不渡り手形実数・取引停

止処分数調」をみると、2017年中の手形の

交換高は374兆円に上ることから、「でんさ

いネット」の利用が本格化するのはこれから

だといえよう。（株）東京商工リサーチが公表

する「2016年「手形・でんさい」動向調査」

でも、「…資金力に乏しい企業ほど金融機関

への依存度を高めている。…今でも手形決済

が中小企業の資金繰りに重要なことを示して

いる。」とする一方、「…現金決済はペナル

ティもなく、支払不履行は当事者間での事情

にとどまる」ことから、中小企業において手

形決済が減少していることも指摘している。

また、経営者のPC操作の習熟度を高める等、

「でんさいネット」の普及に向けた環境整備

についても指摘している。

　このように、「でんさいネット」はさまざ

まな課題を抱えており、普及において頭打ち

感があるものの、発生記録請求の件数ベース

では、中小企業の占める割合は53％と過半

数を超え、金額ベースでは40％を占める

（図表2）。図表1のとおり、中小企業・個人

（注）1�．でんさいネットのメリットとして、支払い側の企業にとっては手形の印紙代や事務負担を削減できること、受取り側の企
業にとってはペーパレス化で管理費用を削減できること等が挙げられる。金融機関にとっても、手数料収入を確保でき、既
存の手形処理に比べて費用も安いというメリットがある。
2�．「発生」とは「でんさい」を振り出すことで、その「発生」を記録原簿に記録することを「発生記録」という。�
（http://www.minatobk.co.jp/corporate/use/ermc/phraseology.html参照）
3�．2017年4月〜18年2月までの累計

図表1�　でんさいネット発生記録請求取扱高
（件数・金額）の推移

①件数

②金額

※2017年4月～18年2月までの累計

0

1

2

3

2012年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度※

（単位：百万件）

0

20,000
40,000
60,000
80,000
100,000
120,000
140,000
160,000

2012年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度※

（単位：億円）

中小企業②・個人事業主
中小企業①
中堅企業
大企業

中小企業②・個人事業主
中小企業①
中堅企業
大企業

（注）1�．中小企業①は、資本金2千万円以上1億円未満
2�．中小企業②は、資本金2千万円未満

（備考�）（株）全銀電子債権ネットワーク公表の統計資料を
もとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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事業主における「でんさいネット」の利用件

数・金額も増加傾向である。電子記録債権の

普及は、中小企業の資金繰りを支える重要な

鍵を握るといえる。電子記録債権を利用する

企業が高い利便性を享受するための環境整備

には時間を要するものの、中小企業における

電子記録債権の普及には、まだ伸びしろがあ

るといえよう。

　こうしたなか、本稿では、電子記録債権を

活用したフィンテックサービスに挑戦するト

ランザックス（株）（東京都港区）の取組みを

紹介する。

2�．トランザックス（株）による電子記
録債権を活用したフィンテックサー
ビス

（1）会社の概要

　同社は、2009年7月、「中小零細企業の金

融を改革する」を企業理念として設立された

（図表3）。同社は、電子記録債権法に基づく

厳格な審査を経て、2016年7月、わが国で5

社目の記録機関（注4）として指定された。中小

零細企業金融の改革を設立理念とする同社で

は、2018年7月から、わが国初となる受発注

債権担保融資「PO（Purchase Order）ファ

イナンス」をサービスインさせる。仮に信用

保証協会保証を付けずとも、電子記録債権の

信
しん

憑
ぴょう

性
せい

に基づき、受注段階から融資が実行

できる。なお、「POファイナンス」は、既に

特許ならびに商標登録を受けている。

　同社の小倉隆志代表取締役社長は、野村證

券（株）にて大型のファイナンス案件を手がけ

たり、同社の事業再構築をはじめとする経営

計画の策定、実行等において、第一線で活躍

した。その後、大手システムエンジニアリン

グ会社CSKグループのシンクタンクである

（株）CSK−ISの執行役員等を経験するなか

で、“電子記録債権をもっとうまく活用でき

ないか”という想いに駆られ、2009年7月、

（株）日本電子記録債権研究所を設立して自ら

代表取締役となった。小倉社長は、全国各地

で電子記録債権をテーマとした講演会等の講

（注）4�．同社のほか指定を受けている記録機関は、日本電子債権機構（株）（親会社：（株）三菱UFJ銀行）、SMBC電子債権記録（株）
（親会社：（株）三井住友銀行）、みずほ電子債権記録（株）（親会社：（株）みずほ銀行）、（株）全銀電子債権ネットワーク（親会
社：（一社）全国銀行協会）である。

図表2　発生記録請求件数の企業規模別割合
①件数

②金額

中小企業②・
個人事業主
（12％）

中小企業①
（41％） 中堅企業

（26％）

大企業
（12％）

中小企業②・
個人事業主
（9％）

中小企業①
（31％）

中堅企業
（26％）

大企業
（34％）

（注）1．図表1に同じ
2．図表1に同じ

（備考）図表1に同じ
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師を重ねていくなかで、電子記録債権の活用

が一部の企業に限られている現状を目の当た

りにし、“電子記録債権を活用して、中小企業

の資金繰り改善に貢献できないか”という想

いにさらに駆られるようになり、2016年7月、

“企業間決済の常識を破ろう”という熱意の

下、記録機関としての指定を得るに至った。

（2�）事業の概要　−受発注債権担保融資

「POファイナンス」への挑戦−

　2018年7月から具体的に提供する受発注債

権担保融資「POファイナンス」は、受発注

を電子記録債権化することにより、受注時点

において債権担保融資を可能にするわが国初

の商流に着目した金融サービスである。手形

の代替としての“電子手形”という概念ではな

く、あくまで中小企業が円滑に借入をできる

ようにするための仕組みである。商品理念と

して、「中小零細企業・個人事業主への成長

資金供給」を前面に打ち出しており、そもそ

も低利・無担保で金融機関から借入すること

のできている大企業や優良中堅企業等はサー

ビス対象にはしていない。すなわち、「PO

ファイナンス」の主なターゲット層は、成長

資金を十二分に受けることのできていない中

小零細企業である（図表4）。

図表3　同社の概要

同社の概要

法 人 名
代 表
本部所在地
設 立
役 職 員 数
事 業 内 容

トランザックス（株）
小倉 隆志
東京都港区虎ノ門
2009年7月
34名
受発注債権担保融資

（備考）1�．写真は同社の小倉隆志代表取締役社長
2�．写真は同社提供

図表4　POファイナンスのターゲット層

（備考）同社提供資料
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　「POファイナンス」の大きな特長は、とに

かく商流を“見える化”することにより、今ま

でのサービスにはなかった受注段階での借入

を容易にすることである（図表5）。

　発注企業ならびに受注企業の双方の同意の

下、受発注を電子記録債権化することで、中

小企業は、発注企業に対して有する当該電子

記録債権を担保に、受注段階から借入を受け

ることが容易となる。これにより、受注時の

資金不足や担保不足に悩んでいる中小企業で

あっても、受注に応じた運転資金の調達に対

応できるようになるうえ、発注企業の信用力

をバックにし金融機関の審査でも有利に働

く。また、支払いスキーム上、資金振分け機

能が組み込まれており、融資元利金（融資回

収）は貸出先（受注企業）の口座を介せずに

直接、金融機関に振り込まれる（注5）。そのた

め、金融機関にとっても融資回収に困難が生

じることはなくなる。さらに、パソコン操作

等に苦手意識を持つ中小零細企業向けに、パ

ソコンやインターネットバンキングを利用し

なくてもファックス等で利用できるサービス

も準備している（注6）。電子記録債権の内容変

更は、発注企業が一方的に変更できない仕組

みにしているため、受注企業にとっては、発

注企業側からの一方的な代金減額や支払い遅

延等も防止できるメリットがある。

　利用する金融機関側にとってのメリットも

大きい。一般的に、有担保融資では、担保設

定約定書のほか不動産鑑定、登記手続、確定

日付をはじめさまざまな事務負担があるが、

「POファイナンス」では、A4版1枚の簡便な

担保差入証のほか承認ボタンのワンクリック

だけで担保設定が実行できる（図表6）。しか

も、加盟料負担等はなく、本サービス利用登録

時1回のみ1,200円でサービスを利用できる。

　このように、同社は、“キャッシュフロー

ファイナンス”の分野で新たな風を巻き起こ

そうと意気込む。

（注）5�．金融機関に支払う融資元利金以外は中小企業（受注企業）に信託口座経由で振り込まれる。
6�．同社の指定した代理人が電話やファックスで中小企業から受けた内容をパソコン操作する有償サービス

一括ファクタリング

売掛金

受注 引渡し（納品・納入） 代金受領

受取手形

割 引

旧来の電子記録債権

商

流

ＰＯファイナンスでは、
受注～引渡しの商流
を“見える化”

図表5　POファイナンスの特長

（備考）同社提供資料を一部加工
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（3）今後の展望

　「POファイナンス」のターゲット層は中小

零細企業であり、2018年7月から、地方銀行

や信用金庫との協業を進めながらサービスを

開始している。また、「POファイナンス」は、

あくまで“中小零細企業が円滑に借入できる

ための仕組み”、“受発注を実体化した電子記

録債権をベースに、金融機関が容易に融資で

きる仕組み”であり、既存の電子債権記録機

関のサービスとは競合しない。そのため、中

小零細企業からみて、借入手段の選択肢が増

えたという見方をしてもらえればという。

　同社としては、経営理念そのものといって

も過言ではない「POファイナンス」を、中

小零細企業、そして金融機関にとって、負担

のない楽でユニークなサービスにするために

邁進している。

図表6　金融機関役職者におけるサービス画面（イメージ）

 

 

①期日管理、承諾の方法

②承諾（抗弁切断承諾）の方法

一覧で管理可能

承認ボタンをクリック
（役席、担当権限設定可能）

承認ボタンをクリック
（役席、担当権限設定可能）

（備考）同社提供資料より抜粋
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3．おわりに

　本稿で紹介した事例は、電子記録債権を活

用して中小企業の資金繰り改善を支援する

サービスである。そのほか、中小企業の資金

繰り改善を支援するサービスとしては、中小

企業の資金繰りを“見える化”することで、人

工知能を活用しながら資金繰り予想を作って

先行管理し、そこから浮かび上がる経営課題

と目標を金融機関と企業が共有していく「B

／S改善・AI資金シミュレーションICAROS-V」

も提供されている（注7）。

　「フィンテック」の分野では、個人向け

サービスだけではなく中小企業向けサービス

においても、財務会計に着目したクラウド会

計サービスに加えて、さまざまな切り口から

展開するサービスが生まれてくるであろう。

地元の中小企業を支える信用金庫にとって

は、こうした中小企業向けフィンテックサー

ビスの動向を情報収集しながら、それぞれの

経営戦略上、こうしたサービスにどのように

向き合っていくのかを具体的に検討していく

ステップに来ているといえよう。

〈参考文献〉
・（一社）全国銀行協会（2018年3月22日）「全国手形交換高・不渡り手形実数・取引停止処分数調」

・（株）全銀電子債権ネットワーク（2018年3月15日）「でんさいネット請求等取扱高（平成30年2月分）」

・（株）東京商工リサーチ（2017年2月22日）「2016年「手形・でんさい」動向調査」

（注）7�．詳しくは、産業企業情報29-18『中小企業の経営改善のための資金繰り支援への挑戦−AI（人工知能）を取り入れながら
地域金融機関向けへ展開−』を参照願いたい。
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（キーワード） 生産性向上、新市場、セグメンテーション、ターゲティング、稼ぐ力、 
付加価値

（視　点）

　政府は、2020年度までをあらゆる政策を総動員する生産性革命の集中投資期間とし、企業規
模や業種を問わず生産性を向上させ、産業の持続的発展を図ることを大きなテーマとしている。
生産性向上で付加価値を高めるには、守りとしてのコスト面の取組みも必要であるが、同等以
上に利益の伴う売上高を増やす攻めがカギとなる。効果的な市場展開のためには、市場を細分
化するセグメンテーションとその中のどれを対象にするのかというターゲティング、そして、
提供する製商品・サービスの内容を最適化し付加価値を高める生産性向上が求められる。残念
ながら、大企業に比較して中小企業の生産性上昇はその度合いが低く、内容も従業者数の減少
効果に頼っており、付加価値面の向上が大きな課題であることが浮き彫りとなっている。そこ
で、ユーザーから評価される高い付加価値が実現できるターゲットを見出し、そのターゲット
への適合化を実現している中小企業の事例から、強みを発揮できるターゲットを見出すヒント
を得、展開を具体化していくのにどのような視点や考え方が有効であったのかを見ていきたい。

（要　旨）

⃝�中小企業は大企業と比較して生産性上昇率が芳しくない。しかも、上昇の主因は従業者数
減少で、肝心な付加価値要因では特に製造業で大きなマイナスの寄与となっている。

⃝�過去の取材で付加価値を向上させている中小企業では、内外環境を冷静に見直して強みが
生かせるターゲットを明確化し、対応を最適化している。本稿では新たに、ストロー製造
で工業用ストローという新たなターゲットを見出した岡山県浅口市のシバセ工業株式会社
と、アップライトピアノにグランドピアノの機能に迫る機構を付加しピアノ市場に新たな
展開を見出した鹿児島県薩摩川内市の有限会社藤井ピアノサービスの2社を紹介する。

⃝�事例企業では、固定観念にとらわれない姿勢で自社に相応しいターゲットを見出し、生産
性向上に寄与する展開につなげている。

調 査

生産性を向上させる新市場展開の中小企業事例からのヒント
−固定観念にとらわれないターゲットの再認識と提供価値の適合化がカギ−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

藤津　勝一
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はじめに　　

　政府は我が国企業の生産性革命を重要な

テーマとしており、経済の成長軌道を確かな

ものとし産業の発展を持続させるべく、

2020年度までをあらゆる政策を総動員する

生産性革命の集中投資期間としている。この

ため、「生産性向上特別措置法」が5月23日

に公布、6月6日施行となった。大企業はも

ちろん、あらゆる層の企業における重要課題

との認識で取り組まれる。個別企業の生産性

の向上には、①利益を生む売上高を増加させ

ることと、②効率的なコスト構造にすること

の2つの方向性がある。当研究所の全国中小

企業景気動向調査の結果でも、売上高と経費

については常に経営課題の上位にある。もち

ろん、効率性を重視するコスト削減の努力は

常に行わなければならないが、それだけでは

当然だが限界があり、顧客が認める価値ある

製商品・サービスの提供による売上高を確保

していくことが欠かせない。

　最近は中小企業の業況も改善し、一息つい

ている面はある。しかし、一部の中小企業で

の生産性向上の奏功はあるものの、実際には

景気対策による需要創出効果や歴史的な低金

利などの外部要因が業況改善をもたらしてい

る面が大きいと推察される。つまり、付加価

値の状況などからすると、顧客が評価する価

値を創出するためのニーズへの適合が多くの

中小企業で進んでいるとは言い難い。しか

も、生産年齢人口減少での人材採用難と人件

費負担の増加が収益を圧迫するケースも増加

するなど、構造変化に対応して生産性を向上

させる必要性がますます高まっている。長期

にわたり収益の低迷が続いている中小企業は

少なくないし、信用金庫取引先に多い小規模

事業者にあってはコスト削減の余地もそうそ

うないのが現実である。したがって、本来の

業況改善・経営力向上のための中小企業自ら

の内発的努力による構造変化対応により、生

産性を高め付加価値が増加する展開、とりわ

け、ターゲットとすべき顧客が評価する価値

ある製商品・サービスに適合し、利益を伴う

売上高を増やしていく努力が強く望まれる状

況といえよう。

　ともあれ、業況改善が進んだことでかつて

より経営を見直す余裕は多少とも増している

はずである。本稿では、足元を見直し、付加価

値向上のために新たな市場展開に果敢に挑戦

して利益を伴う売上高の拡大に成功した中小

企業事例から生産性向上へのヒントを得たい。

1�．生産性向上に求められる真の顧客
ニーズへの対応　　　　　

（1�）中小企業の収益力再構築に求められる

生産性向上

　政府が取り組む我が国企業の生産性革命に

ついては、大企業はもちろん、中小企業に

とっても重要課題との認識で取り組まれてい

る。この生産性については、2017年版の中

小企業白書で一部の生産性の高い中小企業の

廃業が全体の生産性を大きく引き下げている

ことを指摘し、続く2018年版でも人手不足

が深刻化する中で中小企業の労働生産性向上
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を大きなテーマとしている。

　なぜ生産性を向上させる必要があるのか。

個々の中小企業という視点で言えば、少なく

とも経営の持続発展に必要な適正利益を獲得

しなければならないから、ということがあ

る。赤字企業はもちろんだが、利益は出てい

ても再生産に支障を来たすような企業は、一

定以上の顧客が他と差異化された価値がある

と評価する製商品・サービスを効率的に提供

することができていないということになる。

産業を裾野で支える中小企業総体としてみれ

ば、我が国は少子高齢化等社会課題先進国と

もいわれる中で、国力の維持向上のために生

産性を高めて、稼ぐ力を強化することが不可

欠ということになる。

　現在は、高度成長期のように様々な市場が

順調に拡大を続けるような恵まれた環境下と

は違い、経営の持続発展に困難性を感じてい

る中小企業が多い。つまり、景気回復のよう

な他力本願ではなく、自らの力で内発的に環

境の変化に適合して生産性を高め、「稼ぐ

力」を向上させることの重要性が従前以上に

高まっている。

　図表1は、09年から15年の間での大企業と

中小企業それぞれの製造業、非製造業別に、

労働生産性（1人当たりの付加価値額）の変

化要因を、付加価値と従業者数の二つの要因

の増減に分けて分析したものである。中小企

業の場合、労働生産性のアップ率が製造業で

5.7％、非製造業でも6.8％と、ともに一桁台

にとどまっている。大企業がそれぞれ

26.9％、18.2％と二桁であるのに比べてかな

り低い。すなわち、構造的な変化に対して、

大企業はより適合した付加価値の提供で中小

図表1　業種別規模別労働生産性上昇率の要因分解（2009年〜2015年）

従業者要因
（6.9）

（14.8）

（5.9）

付加価値要因
（20.0）

（19.7）

（△9.1）

（0.9）

26.9

18.2

5.7 6.8

△10.0

△5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0
従業者要因
付加価値要因
トータルの生産性上昇幅

大企業製造業

大企業非製造業

中小企業製造業

中小企業非製造業

（％）
トータルの
生産性上昇幅

＋

＝

（△1.5）

（備考）1�．労働生産性（円／人）＝付加価値額（円）／労働力（人）。ただし、付加価値額＝営業利益＋人件費＋租税公課＋不動
産・物品賃借料
労働力＝役員数＋総従業員数

2．大企業は資本金10億円以上、中小企業は資本金1,000万円以上1億円未満
3．中小企業庁編『中小企業白書2017年版』より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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企業に先行していることになる。

　しかも中小企業では、製造業で付加価値要

因が△9.1％と大企業も含めて製造業・非製

造業の中で唯一マイナスとなっている。これ

を19.7％という大幅な従業者要因のプラス

（従業者数減少の効果）で補っているのが特

徴的である。非製造業でも、付加価値要因の

プラスはわずか0.9％にとどまり、やはり従

業者要因の5.9％が大きく寄与している。大

企業では付加価値要因が製造業で20.0％、非

製造業でも19.7％と大きく寄与しているのと

は対照的な結果である。

　もちろん、中小企業の従業者要因の寄与の

中には、合理的に製商品・サービスを提供で

きるように効率化した結果、従業者数が減少

したケースもあろう。しかし、景気回復感

（≒自社の業況回復）を実感できない中小企

業が多いということであれば、全体的には中

小企業は一定の付加価値向上努力はしてきた

ものの、結果は期待ほどではなく、従業者要

因でしのいできた面が大きいということにな

らないだろうか。

　足元での人手の問題はといえば、図表1の

期間と比較すると、生産年齢人口の減少から

人手確保が急速に困難化し、状況は大きく変

わっている。実際、人手の確保は中小企業の

大きな経営課題となり、人件費負担が上昇傾

向にある。さらに、働き方改革の流れもあ

る。このため、人材の問題は単に人数の確保

ということではなく“人財”としていかに活躍

してもらうかという質が問われている。つま

り、“人”でなくとも可能なことはICTや機械

化などで補い、“人”にはモチベーション高く

より価値を生むことを担ってもらうなど、生

産性を向上させ付加価値を効率的に高めるこ

とがますます重要になってきている。

　国内市場が成熟化する中で、ICT（情報通

信技術）、IoT、3D CAD/CAM（コンピュー

タによる設計・製造一貫システムおよびソフ

トウエア）、3Dプリンタなど様々な技術進歩

により「ものづくりの壁」が大きく下がり、

多くのモノが一定の高品質かつ短期間で製品

化できるようになり、製品サイクルは大幅に

短縮化されている。アジア諸国等の海外企業

でも技術面や情報化などのキャッチアップは

著しく、製造業ではアジアを中心とした海外

に多くの仕事が移転している。小売業でも、

店舗販売が伸び悩む一方で、ネットでの販売

がその存在感を一段と増すなど、多くの既存

中小企業が対応に苦慮する経営環境の構造的

な変化が起きている。

　したがって、ヒトはもちろんモノ・カネ・

情報など経営資源を活用して、相応しい市

場・顧客層の明確化とこれに対する適合化を

図り、他と差異化された評価を得られる付加

価値を創出し続ける生産性向上を念頭におい

た経営が、従前以上に求められている。

（2�）真の顧客ニーズへの適合がもたらす生

産性向上

　その生産性の向上を図るための方向性は、

図表2の労働生産性の算式でも明らかだが、

4つある。すなわち、①分母の労働投入量は

そのままで増収や利益率向上で分子の付加価
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値を増やす、②分子の付加価値をより少ない

分母の労働投入で達成する、③分母の労働投

入を減少させるがそれに伴う分子の付加価値

の減少は分母より少なくする、④分母の労働

投入の増加以上に分子の付加価値を増加させ

るという4つのパターンである。

　中小企業の通常の事業運営での選択におい

て比較的みられるのは①と②であろう。一方

③は、中小企業では多数の製品や複数部門が

なく取引先も限られるため、製品や部門の縮

小・撤退などが伴う場合、こうした手段は取

り難い。このため、厳しい局面が長く続き、

先行きのメドが立たないなど、かなり追い込

まれた状況で仕方なくといった消極的な選択

が多いのではないかと推察される。④は、好

採算の製品や部門に労働力を投入して販売の

拡大を図り、労働力の増加割合を上回る付加

価値の増加を図るといった、経営者にとって

は最も望ましい生産性向上のパターンといえ

よう。④がうまく運んでいるということは、

そこで提供されている価値がユーザーに適合

しているという言い方もできる。現実には部

門による状況の違いなどで複数を組み合わせ

ている場合もある。

　生産性向上の方向性としてはこうした4パ

ターンとなるが、いずれの方向性にも共通す

る重視すべき点がある。すなわち、提供価値

を顧客の欲する真のニーズに適合させること

である。提供する価値と顧客のニーズにズレ

があれば、経営持続力が低下するのは当然で

ある。製商品・サービスそのものの機能とい

うコアな価値に加えて、それに付随するその

他の価値を含めたトータルの価値を、顧客が

他に優越して選択したいと思うものとして適

合させねばならない。トータルの価値とした

のは、たとえば、利活用されれば本来は顧客

図表2　労働生産性の算式と向上のための4つの方向性�

①
分母の労働力はそのままに分子の付加価値を増加させる。
（同じ人数で生産・販売量を増加させる効率化や、価格
アップを図るなど。）

②
投入する労働力を減少させつつ付加価値は維持する。
（より効率的な人員配置や新技術の活用など無駄を排除し、
労働力を減らしつつ従来と同様の価値を生み出すなど。）

③
付加価値の減少割合を上回る労働力の減少を図る。
（低採算品や部門の縮小・撤退などで労働力を大きく減少
させることで減収となるが採算を向上させるなど。）

④

労働力を増加させ生産販売を強化してそれ以上の割合で付
加価値を大きく増やす。
（市場成長が見込め収益性の高い製品・部門に労働力を投
入して規模拡大・採算性向上を図るなど。）

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

①労働生産性（円／人） ＝ 付加価値（円）労働力（人）

労働生産性（円／人）＝ 付加価値（円）：アウトプット
労働力（人）：インプット

売上高（円）
労働力（人） 売上高（円）

付加価値（円）
＝ ×

（１人当たり売上高） （売上高付加価値率）

②労働生産性（円／人） ＝付加価値（円）労働力（人）

③労働生産性（円／人） ＝ 付加価値（円）労働力（人）

④労働生産性（円／人） ＝ 付加価値（円）労働力（人）
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にとって十分な製商品・サービスそのものの

機能面の価値があっても、そのことが情報発

信不足などで顧客に十分に認識されていな

い、あるいは、入手に手間や時間がかかるな

ど決済手段や流通面の不便がある、アフター

サービスに欠けるなど、コアな部分以外の要

因のために選択されないケースもあるから

だ。図表2上部の算式のとおり、労働生産性

は1人当たり売上高と売上高付加価値率の積

であり、結局、顧客から他に優先して選択さ

れる採算性の高い売上高を増加させることが

カギとなる。

（3�）過去の取材事例における価値創出のた

めの新たなターゲットへのチャレンジ

　コアな価値である機能そのもの以外の様々

な価値も含め、提供する製商品・サービスは

トータルの価値で評価される。評価されてい

る企業は競争力があり、市場のさらなる深耕

や新たな開拓、あるいは新市場の創出などが

できている。つまり、「稼ぐ力」のある生産

性が確保されているということになる。もち

ろん、その状況も不変ということはなく、常

に適合化を意識しなければならない。した

がって、業況が中長期にわたり優れない企業

は、生産性向上の必要性がより大きいのは言

うまでもない。自らの製商品・サービスはど

のような市場のどのような分野で、どのよう

な顧客ターゲットに、どのように提供するこ

とが最も生産性を高められるのかを考える必

要がある。実際に、これまで成長の原動力で

あった自社の製商品・サービスの市場が成熟

化や衰退期を迎えてピークアウトしたり、コ

モディティー化（注1）による競争激化などで従

来のように価値を生み出すことができなく

なっているからである。たとえば、製造業で

アパレル製品や日用雑貨、電気製品などでは

多くがコモディティー化し、コスト競争力に

優れる海外に仕事が流れている実態がある。

一方、需要のある場所で生産・消費されるこ

とを特長とするサービス業では、人口の減少

など構造変化による需要の縮小に見舞われて

いる地域がある一方で、相対的に需要の多い

都会でも差異化が難しく競争が激化し、厳し

さが増しているケースが多い。

　こうした状況下、外部環境の変化に対して

現状を見直し、自らの力を発揮するのに相応

しい市場に適合させる形で生産性を向上さ

せ、収益体質の構築を積極的に進める中小企

業がある。図表3は、過去の取材においてみ

られた新たな市場展開に成功している中小企

業事例の一部である。これらの中小企業で

は、競合や自らの強み、新展開に不足する経

営資源（人材・技術・販路・資金など）の調

達方法・可能性などを勘案しつつ、市場で新

たに展開すべきセグメントやターゲットとす

べき顧客を見直すなどにより、顧客が積極的

に選択する価値を提供するための具体策を講

じ、目指す市場を開拓・創出し、利益を伴う

売上高を増加させている。固定観念にとらわ

れず、既存の対象市場の現状や先行き、今後

展開すべき市場・対象顧客などを考えてい

（注）1�．どの製品も大差がなく、特長により差別化することが困難となり、ユーザーは値段で選択するような状況
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図表3　過去の中小企業取材事例にみる生産性を向上させる新たなターゲット設定による展開例�
事例企業の業種 新たなターゲットへの展開の内容

① 煉瓦石釜設計製造A社 
（建築用煉瓦から煉瓦石釜へ）

　倉庫用など建築用の煉瓦を扱っていたが、需要の大幅な縮小で廃業寸前の経営
危機に直面した。新たな展開を模索し、煉瓦を用いるとはいえまったく未経験の
煉瓦石釜市場という我が国ではフロンティア的で競合が少ない分野にターゲット
を定めた。経営者自らイタリアに赴き石釜製作技術とピッツァ作りの技術を習
得。単にイタリアの方法を真似るのではなく、合理的な釜の組立て方法の確立
や、薪だけでなく我が国の実情に合わせた省エネにも優れたガスを熱源とするも
のも開発した。さらに、ピッツァ材料から関連製品の販売、ピッツァのパイロッ
ト店で実際に営業しつつ製品品質・使い勝手向上や店舗経営ノウハウを蓄積し、
ユーザーのピッツァ店従業員の育成や店舗運営へのアドバイスまで総合的な価値
提供という徹底した対応で、他にはみられない差異化を図っている。

②
旅行企画・販売B社 

（発地型観光から地元の価値
を生かす着地型観光へ）

　旅行会社といえば他の地域を訪れる旅行商品の販売が主流で、当社もそうし
た1社であった。しかし、地元は国宝を含む史跡、江戸時代からそのまま残る町
割りの町並みなどの歴史的・文化的な資産に恵まれ、地元の人との交流が旅行
者にとって通常の旅にはない大きな価値を生み出すことに気付いた。そこで、
自社の立地の強みを生かし、国宝の城を最近まで所有していた城主の家柄の人
物や一般の地元住民を語り部とし、通常の観光案内ではまず聞けない内容で、
しかもそれを身近に感じられる工夫を凝らした企画により、他地域からの旅行
客を誘引する着地型観光の市場を開拓している。

③

アルミ鋳物製品製造C社 
（国内下請型から
品質価値重視型で

海外付加価値市場開拓）

  低収益かつ業績変動の大きな下請仕事で存続の危機に直面した。そうした状況
からの脱却を目指し、開発した特殊な鋳造技術・ノウハウの価値に適切な評価
が得られる海外の有名大手企業などをターゲットとするビジネスモデルに転じ
た。この目的達成のため、海外人材を採用、さらに、女性・高齢者も効果的に
活用するダイバーシティー経営で組織全体のモチベーションが向上した。この
結果、ゼロだった輸出比率が5年で8割に達し、売上高純利益率は2割に迫る程の
高収益ぶりを実現している。

④

国産い草インテリア
製品製造販売D社 

（伝統製品の質にデザイン性
などを加味したインテリア
として国内外の高級品市場へ）

　畳やゴザなどい草製品需要の減少や、安価な海外産のい草製品拡大で厳しい
市場環境に見舞われる中、生産段階からこだわった国産い草原料の高品質・耐
久性、伝統の生産技術を生かした本物の品質に加えて、新たな発想や外部のデ
ザイナーとのコラボレーションなどによるデザイン性の高いインテリア製品を
開発。海外の著名なインテリアの展示会への出展など情報発信にも積極的に取
り組み、国内および欧州・アジアの海外市場の高級分野をターゲットに活路を
見い出している。

⑤

製本業E社 
（顧客の真のニーズに応える
技術、デザイン、アート性、
アイデア等による提案力で
高付加価値市場へ）

　技術開発と顧客が真に認める価値を創出したいという意欲が高く、そのため
に必要な製本機械の独自開発、アート性やPR効果などで顧客の期待を超える提
案力を発揮し、他の製本業者では対応しにくい高付加価値分野をターゲットと
して効果的に開拓。製本市場全体では縮小傾向が続いているが、価格競争では
なく質が重視される高付加価値の市場は提案力次第で開拓余地は依然大きく、
常に情報発信・収集を行うことで感度の高いユーザーを吸引している。また、
こうしたことは国立大学や美術系大学などの目的意識の高い人材採用にも寄与
し、これがさらなる価値創造に結びつく好循環ともなっている。

⑥

こんにゃく製造販売F社 
（伝統製法の品質で
ブランド化し国内外の
高級品市場を開拓）

　一度は機械化して大量生産・販売路線を選択したが、経営資源の限られる中小
規模で強みを発揮し続けるため、当社の元々の特長であった現在ではほとんど
残っていない伝統製法による本物品質の製品に回帰した。大量生産品とは明らか
に違う製品力での差異化で価格競争とは一線を画し、全国の有名百貨店や高級
スーパーなどその価値が評価されるターゲットを一から開拓してブランド化した。
さらに、海外での市場創出にも積極的に取り組み、現在では国内は全国約2,500
店、海外では20か国以上で販売され、実質無借金経営を実現している。

⑦

プラスチック製品設計・
金型製造・成型G社 

（蓄積した職人技と機械化の
融合でプラモデルメーカー向け
以外の高付加価値市場にも

展開）

　プラモデルメーカー向け金型製作企業という創業以来の枠から脱皮し、職人
の高い技術と機械導入による合理性の合わせ技で、プラスチック製品の設計・
金型製造・成型技術でワンストップ対応できる体制を構築、プラモデルメー
カー向け以外の技術力・提案力を生かせる付加価値の高いターゲット分野に積
極的に展開している。さらに、20年に小学校で必修化されるプログラミングも
学べる教育用のプラモデルの玩具など時代の流れに対応した分野の製品開発に
他社との連携も活用してチャレンジするなど、強みを発揮できる新たな市場開
拓への挑戦が続いている。

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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る。すなわち、受注における取引の力関係や

競合状況、地元だからこそ生かせる地域資源

の価値への気付き、対象市場の中でターゲッ

トを量重視から質重視の層に転換、自社製品

に高評価が得られる未開拓の海外市場への進

出など、それぞれが強みを発揮する差異化で

の生産性向上である。

　次章では、こうした点を踏まえつつ、新た

な中小企業事例で生産性向上に資する市場展

開についてみていく。すなわち、どのように

して自社が展開するに相応しい新たな市場を

認識できたのか、その事業機会を生かして実

際に展開すると判断した際のポイントは何

か、具体化においてニーズや課題を掴み実効

性を上げるために効果があったのは何かな

ど、中小企業の生産性向上に資する市場開拓

で参考となるポイントである。

2�．強みをニーズに適合させ新たな市
場展開で生産性を向上させる中小企
業事例

（1�）シバセ工業株式会社…飲料用に加えて

新たに工業用にストロー市場を開拓

　イ．企業概要

　1949年に精麦・素麺製造の芝勢興業株

式会社として設立、2代目が69年にスト

ロー生産に転業した。ちなみに、当社所在

の岡山県浅口市周辺は麦の産地で、その茎

を利用した我が国ストロー発祥の地とさ

れ、麦わら帽子やストローの産地である。

　2018年3月期の売上高は3億9,500万円

で、ここ10年は平均10％のペースで成長

を続けている。売上構成比は、飲料用スト

ロー75％、工業用ストロー15％、モーター

検査装置10％、役職員数は49人である

（図表4から図表7）。生産は、本社工場と

同市金
こん

光
こう

町の金光工場の2工場体制、営業

面では西日本は本社で、東日本はさいたま

市の関東営業所が担っている。

図表4　シバセ工業株式会社の概要

当社の概要

社　　 名
代 表 者
所 在 地
設　　 立
資 本 金
年　　 商
役職員数

事業内容

シバセ工業株式会社
代表取締役社長　磯田 拓也（3代目）
岡山県浅口市鴨方町六条院中3037
1949年
1,000万円
3億9,500万円（2018年3月期）
49人（役員2人、正社員27人、パート・
アルバイト20人）
飲料用・工業用ストロー製造、モーター
検査装置開発

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

（備考）シバセ工業株式会社提供

図表5　磯田拓也社長
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　現在の磯田社長は05年に事業を承継し

た3代目で、妻が創業家と親戚関係にあ

り、95年に跡継ぎのいなかった2代目社長

から事業承継の要請を受けた。この時、

モーターの総合メーカーである日本電産株

式会社（以下、「日本電産」とする。）の技

術者であった磯田社長は、仕事に区切りの

ついた3年後の98年に、15年勤務した同社

を辞めて工場長として入社した。その後、

飲料用ストローメーカーの当社で、工業用

ストローという新たな市場の開拓や、日本

電産向けに前職で開発を担ったモーター検

査装置の電子事業の展開を主導していっ

た。また、06年には創業家の名を残した

現社名とした。

　現在のストローはポリプロピレン製で、

押出成型で製造される。当社では誤差

0.1mmの精度で口径1.4〜13.2mm、肉厚

0.08〜0.7mmに対応できる。長さは最長3m

まで可能で、先をラッパ状にする、逆にす

ぼめる、閉じる、スプーン状にするなどの

加工や、曲げられるように途中を蛇腹にす

るなど、様々な要望に応えている。多様な

要望に効率的・高精度に対応できる加工技

術を強みに、200種以上にのぼる飲料用ス

トローや、付加価値の高い工業用・園芸

用・教材用・医療用など多様なニーズの各

種産業分野の“工業用ストロー”という新た

な市場にも活躍の場を見出した。

　また、モーター自動検査装置の電子事業

は、磯田社長が入社後に社業とは別に個人

事業として日本電産向けに行っていたが、

仕事量の増加に伴い、社業とすべく08年

に電子事業部を発足させた。その際、磯田

社長は商工会の勉強会で情報収集し、自ら

経営革新計画を策定して岡山県から承認を

得ている。

　後述のとおり、長年蓄積したストロー生

産技術を回路設計・機械設計・システム開

発などでより洗練させ、多様なストローの

ニーズへの対応力向上で、他社と差異化し

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表6�　様々な長さ・太さ・切り口形状の飲
料用ストロー例

図表7　工業用ストロー用途例�
工業用ストロー用途例

・スプレーノズル
・ネイル筆キャップ
・テープなど巻き製品の中芯
・園芸植物用支柱
・ペーパークラフトなど工作用
・電気ポット水量目盛用フロー
・バネ・ボルト・ナット・歯車など機械部品容器
・ケーキのデコレーション固定用ピック
・食品工場バーコンベア保護カバー
・アルコール検知器呼気用パイプ
・鼻用薬噴霧ノズルカバー
・検体検査用ピペット先端のチップ
・薬品用ポンプ容器のポンプ部およびノズル用
・腹部レントゲン検査時のバリウムストロー
・血中CO2濃度測定器用マウスピース
・血液分析装置分注機用スポイトチップ
・腹腔鏡手術時ガーゼ挿入ガイド
・医療器具カバー
・医療道具パッケージ

（備考�）シバセ工業㈱HPより信金中央金庫 地域・中小企業
研究所作成
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た価値創出を強みとしている。

　ロ�．自社技術の研鑽と顧客アイデアの掛け

算が生み出す価値創出・新市場開拓

　当社は、かつて某大手飲料メーカー向け

に事業を拡大し、その売上依存度は95％

にも達していた。ところが、同社は国内他

社が特許を持つ2段伸縮式ストローに97年

から順次切り替え始め、発注できなくなる

からと自立を促された。現社長の入社・事

業承継は、ちょうどこの経営環境が大きく

変化するタイミングであった。しかも、飲

料用ストロー市場では、コストを重視する

外食チェーンなどの台頭で安価な輸入製品

へのシフトが起き、同業者の廃業も増える

厳しい業界環境となっていた。

　磯田社長は98年に入社した後にこうし

た事情を知ることになった。経営の経験は

なかったが、実質的には入社時から経営を

担い、前社長も口出しはしなかった。特定

取引先に大きく依存し、それまで積極的な

販路開拓や製品開発も行っておらず、努力

はしても新規取引先の開拓にはなかなかつ

ながりにくかった。このため、95年に5億

円強あった年商は、02年には1億2,000万円

と4分の1以下に落ち込んでしまった。

　その際に支えとなったのは、工場・製造

設備と技術の蓄積はあり、幸い財務面も好

調時の蓄えがあったこと、そして何より、

磯田社長の「事業は継続し雇用を守らなけ

ればならない」という信念と前職時代の経

験である。現在は世界的企業の日本電産に

社長が入社したのは、まだ同社が創業10

年目で300人規模の会社であった。このた

め、モーター開発だけでなく、製造技術・

生産技術など様々な仕事をこなした。それ

が、立ちはだかる課題に対して「頑張れば

成長できる」という実体験を通じた自信に

なっていた。

　ストロー業界は、大手は技術的に海外

メーカーが手を付けにくい2段伸縮式スト

ローなどの分野が中心で、市場の太宗は安

価な輸入品が占め、中小メーカーは差異化

できずに厳しい状況にある。このような環

境下で、当社はストローの特徴を冷静に見

直した。すなわち、ストロー以外のパイプ

やチューブのメーカーでは、ストローのよ

うに薄く軽量で強度があり、金型なしに低

コストかつ短納期での対応はできない。こ

うしたことから、当社はニッチマーケット

で国内生産の小回り性や高品質を生かし、

価格ではなく品質や短納期、医療用などの

ディスポーザブル性の要求にもマッチする

など多様で高度なニーズに対応できる強み

を生かし高付加価値経営を選択した。この

方向性は、当社の基本方針にも示されてい

る（図表8）。ストロー市場の中でも当社が

強みを生かして付加価値を創出し、自立で

きるセグメント、ターゲットを選択した戦

略という言い方ができよう。

　このようにストローの特徴を再認識し、

工業用という新たなストロー市場開拓につ

ながるヒントは顧客対応の中にあった。当

社は、営業強化のため2001年に営業員を
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採用するとともにHPを立ち上げた。この

HPに対して、飲料用途以外の企業から

「このようなものが作れないか」という問

い合わせがほどなく入るようになった。問

い合わせてきた企業は、自社の課題解決に

ストロー活用の可能性を見出していたわけ

である。当社にとっては、「ストロー＝飲

料用」という枠（固定観念）を取り去れ

ば、様々な使い方・ニーズが広がる、とい

うことである。前職の経験から、磯田社長

には顧客ニーズに対応するため必要な課題

解決に挑むのは当然であった。ただし、ど

こにどのようなニーズが存在するかはユー

ザーに問う必要がある。そこで、ユーザー

の要望に積極的に応え、それに基づき情報

発信することでさらなるチャンスを掴むと

いうストローの新たな可能性へのチャレン

ジを開始した。潜在ニーズを顕在化させ掴

むために、飲料用以外を「工業用スト

ロー」としてHPでストローの優れた特長

を積極的にアピールし、図表7のように多

様な用途への道が開けていった。対応すれ

ばノウハウ・経験・アプローチすべき対象

先のヒントなどが蓄積され、顧客開拓の提

案力も増していく。自社技術の研鑽と顧客

のアイデアの共創から生み出される新市場

開拓による価値の創出である。

　このように、飲料用ストローから工業用

という新たな市場の開拓に注力することに

なった背景には、厳しい局面の打開、そし

て何もしないことがリスクを増大させると

いう認識の下、ストロー製品の特徴を「冷

静な視点で見直した」ことが大きい。経営

者のミッションであるこうした気付きや判

断などには、変化対応への意識、スピード

感、技術者の視点など、社長の前職での経

験で培われたものが生かされている。

　生産面でも社長の技術者としての能力は

いかんなく発揮され、多様な要望に効率

的・機動的に応えられるよう生産体制を整

えた。具体的には、レーザーセンサーによ

りストローの口径の精密な計測ができる非

接触オンライン自動計測システムを自社開

発し、職人の経験に頼っていた口径調整の

ためのエアー圧力の微調整を、データを基

に可視化して管理・コントロールすること

を可能とした。高精度を保ち不良率を低下

させ、許容限度を超えた不良品は自動排出

される（図表9、図表10）。高精度が要求

されるものも効率的に生産することができ

る。この他にも、ストローの口を超音波で

圧着して閉じる装置なども開発している。

こうした対応力の高さは、食材のバラエ

ティー化などでニーズが多様化する飲料用

へのPR効果ともなっている。すなわち、

 図表8　シバセ工業の基本方針�
【経営方針】

●自主独立　下請けにならない

●自分たちの力で開発・製造・販売

●社会の役に立つ企業であること

【営業方針】

●ニッチマーケットでのトップブランド

●オンリーワン　ビジネス＆テクノロジー

●小ロット多品種生産

（備考）シバセ工業㈱資料より
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輸入品では多様なニーズに即応できず、国

内メーカーも未だ定番品での量的指向が強

く多品種小ロットに機動的に対応するとこ

ろはほとんど見当たらない。このため、同

分野の受注も伸びている。付加価値創出に

相応しい新たな市場に気付き、そのユー

ザーの要望に効率よく臨機応変に、また、

安定して応えられるよう常に市場への適合

化を図り、生産性を向上させ強みを発揮し

続ける取組みである。

　ハ．新たな市場展開におけるポイント 

　こうした新たな市場展開における重要な

点として、ストローの特徴をニュートラル

な視点で見直したこと、それを生かせる市

場あるいは具体的な活用方法のアイデアは

ユーザーの発想を利用し相互作用から価値

共創がなされていることがある。さらに、

技術・生産において、より合理的・効率的

な体制整備も着実に進めた。これらによ

り、競合との差異化や下請け的存在から脱

却し、生産性を向上させて付加価値を高め

ている。

　ただし、革新的ではあるが、最初からこ

の展開を具体的に意識して注力したという

ことではなかろう。日常業務を推進する中

で、視点を変えて見つめ直すことでチャン

スを見出し、実際にチャレンジすることを

通じて最初はまだ漠然としていた方向性や

何を具体的にやらなければならないかなど

が次第に明確化していったのではないか。

その際に、磯田社長の技術者としての知

識・経験・ノウハウと、様々な課題に積極

的にチャレンジする姿勢とが相まって一歩

を踏み出し、活動を継続することで知的資

産が強化され、市場を開拓する力が高まっ

たということであろう。

　磯田社長は、自分の代で年商10億円

（飲料用ストロー40％、工業用ストロー

30％、モーター検査装置30％）、従業員

100人企業を目標とし、需要が伸びている

医療用などへの対応のための体制強化に注

力中である。具体的には、16年12月にク

リーンルームを設置し、18年5月には第2

期工事が完成、18年1月に本社生産ライン

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表9　製造ライン

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

（図表10）CCDレーザーセンサー測定部
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を4ラインから6ラインへ1.5倍に増強し6月

にはこれが本格稼働した。さらに、現在対

応作業を進めている品質管理マネジメント

のISO9001は18年12月に認証取得を申請

の予定である。組織力の源である人材につ

いても、理系に限らず幅広い採用や育成を

強化しつつある。変化する業界環境の中

で、今も着々と進むさらなる成長に向けて

のこうした「稼ぐ力」の向上への取組みの

成果が大いに期待される。

（2�）有限会社藤井ピアノサービス…グラン

ドピアノの機能をアップライトで実現

　イ．企業概要

　当社は、鹿児島県薩摩川内市でピアノの

調律・修理・製造販売を行っている。85

年に藤井社長が創業、89年に法人化した。

資本金500万円、役職員数は4人で、2017

年9月期の年商は4,100万円である（図表

11、図表12、図表13）。当社の特長は、藤

井社長が開発したアップライトピアノでグ

ランドピアノの機能をほぼ実現することが

できる「グランフィール」という画期的な

機構にある。

　ピアノにはグランドピアノとアップライ

トピアノがあるが、価格は国産のアップラ

イトピアノで50〜100万円程度、グランド

ピアノは比較的安価なものでも100万円台

半ばで、200万円以上も普通である。しか

もグランドピアノは小型のものでも4畳半

程度の場所も必要となるため、現実には

アップライトピアノが需要の大半を占めて

いる。ところが、両者の間には構造の違い

からくる性能差があり、アップライトピア

ノではグランドピアノのような微妙なコン

トロールによる表現、連打（同じ鍵盤を連

続して何度も打つ）性、音質は望みにく

い。弾き手の能力や練習不足などではな

く、ピアノ自体の差による限界があること

になる。

図表11　有限会社藤井ピアノサービスの概要

当社の概要

社　　名
代 表 者
所 在 地
創　　業
資 本 金
年　　商
役職員数

事業内容

有限会社藤井ピアノサービス
代表取締役社長　藤井 幸光（創業者）
鹿児島県薩摩川内市西向田町15-11
1985年（設立1989年）
500万円
4,100万円（2017年9月期）
4人（役員2人、正社員1人、パート・アル
バイト1人）
ピアノの調律・修理・製造・販売

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表12　藤井幸光社長



	 調　査	 37

　藤井社長は約3年の試行錯誤を重ね、こ

の問題をほぼ解決する「グランフィール」

という機構の開発に09年に成功し、10年

に発売した。ユーザーへの提供方法として

は、①ユーザーが所有するアップライトピ

アノに後付けで組み込む（パーツと取付費

用で20万円）、②当初から「グランフィー

ル」を組み込んだ当社ブランドのアップラ

イトピアノである「グランフィールピア

ノ」（84万円から）の販売（図表14）、③国

内外のピアノメーカーの新品や中古品に

「グランフィール」を装着しての販売があ

る。また、他地域での「グランフィール」

の組込みについては、当社の研修を受けた

認定技術者が全国に約170人おり、パーツ

やパーツを組み込んだアクション（打弦機

構：ハンマーがピアノ線の弦を打つための

仕組み）を当社が認定技術者に供給し、各

地のユーザーのニーズに応えられる体制と

している。こうした認定技術者にとっても

付加価値は高くなる。

　ちなみに、10年の発売以降の販売累計

は、「グランフィールピアノ」で120〜130

台、「グランフィール」の後付で約800台

となっている。現在、他社製も含め当社の

新品・中古のピアノ販売の9割方はグラン

フィールを搭載したものとなっている。こ

のため、「グランフィール」およびこれを

組み込んだピアノ、パーツの供給など「グ

ランフィール」に関係する売上高は、全売

上高の約8割を占めている。当然、組み込

み後の調律やメンテナンス・修理などで

ユーザーとは長期にわたり密接な関係が続

くことになる。こうした相乗効果もあり、

業績は着実に伸びている。

　ロ�．アップライトピアノでグランドピアノ

の機能に迫る「グランフィール」の開発 

　藤井社長は、静岡県浜松市のピアノ販売

会社で74年から3年間研修した後、他の販

売会社に7年間勤務した。この間、調律や

国産はもちろん著名な欧米メーカーのピア

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影

図表13�　クラシックやジャズなどの演奏会開
催や顧客が内外著名ブランドのグラン
ドピアノで練習成果を試せる3階の
ホール

（備考）（有）藤井ピアノサービスパンフレットより

図表14　グランフィールピアノGf01S
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ノのオーバーホールや修理を行い、勤務し

た会社では20代で役員にまでなった。ピア

ノは、天然の木材を使用し、さらに、作り

手や調律師などの技術や感性にも左右され

るため、同じモデルでも1台として同品質

のものはないと言われるほど繊細なもので

ある。したがって、ピアノの技術者は、調

律やメンテナンス、修理などで高度な知

識・ノウハウを有し、ピアノ演奏者と対話

しつつプロの技術・目利き力を生かすこと

が必要となる。ピアノの選択はもちろん、

その後も常に良い状態を保っていくため

に、長い付き合いで何でも相談できるかか

りつけの医者のような役割が求められるか

らである。社長は、浜松時代に技術者とし

てだけでなく、取締役として経営の立場を

経験し、また、技術者の知識・ノウハウを

生かした営業での貴重な経験もした。そこ

で、ピアノ技術者の仕事は、単に調律する

技術があるだけではだめで、販売しなけれ

ばユーザーができず、さらにメンテナン

ス・修理まで行うとユーザーとの距離が近

くなることを実感した。社長は、技術者の

知識・ノウハウをフルに活用して個々のピ

アノ演奏者に本当に相応しいピアノの選定

から販売後のメンテナンス・修理まで、一

貫して自らが目指す最高のきめ細かなサー

ビスを提供したいとの思いを強くし、その

実現のために85年に帰郷して独立するに

至った。

　藤井社長によると、地元の鹿児島ではピ

アノに打ち込む子供達の発表の場が少な

かったことから、そうした場を積極的に提

供するなど支援に力を入れた。ところが、

子供達のほとんどはアップライトピアノで

練習し、かつては音楽大学受験の課題曲に

使われたようなレベルの曲を、今では小学

生が発表会で弾いている。そうした曲はそ

もそもグランドピアノで作曲され、アップ

ライトピアノでは思うように表現ができな

いことがある。また、発表会や演奏会など

でいきなり用意されたグランドピアノとな

るとアップライトピアノと感覚が違いうま

く弾けないといったことも起こる。さらに

言えば、構造の違いから、押し下げた鍵盤

が自然に指を持ち上げてくれるグランドピ

アノと、自ら指を持ち上げなければならな

いアップライトピアノでは、前腕の筋肉の

使い方が異なるという違いもある。このた

め、グランドピアノでは使わなくともよい

筋肉をアップライトピアノでは動かす必要

が生じるために弾くのが難しいというので

ある。

　つまり、購入金額や設置場所の問題から

アップライトピアノは家庭用や練習用だか

ら差は仕方がないとする我慢や諦め、ある

いは、そもそもグランドピアノとの機能の

違いが認識されていないため、上達しない

原因を自らの技量や練習不足と思ってしま

うなど、熱心なピアノ演奏者ほどこの機能

差がストレスや切実な問題となる。場合に

よってはピアノを弾くことをやめてしまう

ようなこともあるというのである。

　社長は、そもそも前述のような経緯で独
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立したこともあり、ピアノが好きで練習に

励む子供達のために、グランドピアノとの

性能差を技術者として何とかしたいという

強い思いを持ち、「グランフィール」の開

発を始めた。試行錯誤を重ね、比較的安価

で取り付けやすく、簡素だからこそ故障も

少ない仕組みを考えた。すなわち、グラン

ドピアノにあってアップライトピアノには

ない「レペティションレバー」「レペティ

ションスプリング」「ドロップスクリュー」

という3つの部品の働きに着目し、その働

きをするものを付加することでグランドピ

アノ並みの機能をアップライトピアノで実

現する機構である。

　それぞれの鍵盤に対応するアクション毎

に、開発した「レペティションスプリン

グ」と「ショット＆ドロップスプリング」

という2つのバネを取り付け、さらに部分

的に加工と調整を施すことで絶大な効果を

実現する。具体的には、①アップライトピ

アノでは通常6〜7回／秒の連打がグラン

ドピアノの14回にほぼ匹敵する13回が可

能な連打性、②打弦したハンマーがグラン

ドピアノと同様に素早く弦を離れるため消

失音のない音色、③グランドピアノと同様

に一度押し下げた鍵盤が元の位置まで戻り

きらなくとも次の音を出せる機能性、④グ

ランドピアノのように指の力加減に鍵盤が

追従するため微妙なコントロールが可能な

操作性、などである。ユーザーは、現在

使っているアップライトピアノにパーツ代

と取付費用で20万円の負担により、ほぼ

グランドピアノ並みの機能を手に入れられ

る。取り付けも、ピアノを修理工場に運ぶ

必要はなく、現在設置してあるその場所の

ままで2日ほどの作業で済む。

　まさに、アップライトピアノユーザーに

かかる基本的かつ切実な課題を解決する画

期的なものであり、その課題解決へのアプ

ローチは、精緻な調律やメンテナンス・修

理の徹底、あるいは、従来のままのアップ

ライトの機構で高品質を追求するといった

範疇の発想とは違う。このため、もともと

は子供達のためにと開発したが、ピアノを

趣味とする愛好家などのニーズにも合致

し、実際のユーザーの半分はこうした層が

占め、ターゲットとなるユーザーが幅広い

ことを示している。

　その技術や事業展開についての評価は、

図表15のように経営革新計画承認、新連

携認定、ものづくり日本大賞受賞など様々

図表15　主な受賞・認定実績�
年・月 項　　　目

2010年10月 第58回鹿児島県発明くふう展　鹿児島
商工会議所会頭賞受賞

12年10月 経営革新計画承認（鹿児島県）

13年  2月 優良企業表彰（薩摩川内市）

13年  7月

異分野連携新事業分野開拓計画認定（新
連携：中小企業庁）

ものづくり・商業・サービス経営力向上
支援補助金（ものづくり補助金：中小企
業庁）

14年  3月 第39回発明大賞　日本発明振興協会会
長賞受賞

15年10月 第6回ものづくり日本大賞　内閣総理大
臣賞受賞（経済産業省）

16年  5月 はばたく中小企業・小規模事業者300社
に選定（経済産業省）

（備考）（有）藤井ピアノサービス
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な受賞や認定などの結果や、プロピアニス

トの評価にも現れている。当然、貴重な知

的財産であるため、図表16のとおり国内

の特許や商標登録だけでなく、欧米、中国

でも権利保護のための対応を進めている。

　また、「グランフィール」は、ピアノの

世界3大メーカーのひとつで、ピアノのス

トラディバリウスとも言われるドイツのベ

ヒシュタイン社で耐久性試験を行い、お墨

付きを得ている。さらに、同社製のアップ

ライトピアノに「グランフィール」を搭載

し、グランフィールの名称を併記する許可

も得ている（図表17）。

　さらに、4月11日から14日まで開催され

た欧州最大規模の楽器見本市「フランクフ

ルトミュージックメッセ2018」では、ピ

アノ・鍵盤楽器向けの部品・工具で著名な

ドイツのヤーン社のブースに出展、同社は

「グランフィール」の代理店となっている。

さらに、同メッセではフランスやポーラン

ドのピアノ修理工房からのオファーもあっ

たとのことである。ピアノ発祥の地である

欧州でも着実に「グランフィール」は認

知・評価を高めつつある。

　ハ�．海外も含めターゲット市場でのさらな

る展開に期待

　このように、ピアノ演奏者の9割以上が

アップライトピアノユーザーであるにもか

かわらず、本来のピアノの機能・性能であ

るグランドピアノとは差がある状況を甘受

せざるを得ない状況が続いてきた。これま

では如何ともし難かった課題を、大きな金

額や面倒な手間などなくほぼ解消できるの

であるから、ピアノに取り組む意欲が強い

ほど、「グランフィール」に大きな魅力を

感じるのは当然とも言える。少なからぬ

アップライトピアノユーザーが有望な見込

み客、ということになろう。

　藤井社長は、営利というより少しでも多

くの人の役に立ちたいという思いから取り

組み始めたが、ユーザーの切実な課題を解

決するものだけに、大きな意義・付加価値

の魅力ある市場のターゲットを対象とした

ものといえる。国内での伸びしろはもちろ

図表16　特許取得・商標登録の状況�
2010年  3月 国内特許取得

12年  4月 国内商標登録

9月 ユーロ圏商標登録

11月 米国商標登録

13年  2月 中国商標登録

6月 中国特許取得

9月 米国特許取得

18年  2月 ドイツ特許取得

（備考�）藤井ピアノサービス資料およびヒアリングにより
作成

（備考）（有）藤井ピアノサービスパンフレットより

図表17�　グランフィール搭載のベヒシュタイ
ンB-116Accent
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ん、上記のとおり海外でも展開の芽が出始

めており、今後の活躍には大いに期待がか

かる。

3�．生産性向上のための市場展開にお
ける事例企業からの示唆

（1�）日常の事業活動の中にある展開すべき

市場の細分化やターゲットのヒント

　イ�．対象市場セグメントに対する固定観念

の排除と顧客との価値共創

　シバセ工業株式会社では、これまで取引

のなかった業界からの問い合わせという日

常業務の中の出来事を新たな市場展開のヒ

ントととらえた。これにより、図表2の労

働生産性向上のための4つのパターンで

は、④の労働力の増加以上の割合で付加価

値を増加させるパターンを実現している。

ストローは飲料用という固定観念や、これ

まで未経験の飲料用にはない加工への抵抗

感を排除し、ストローの特長をニュートラ

ルな視点でとらえ直した（図表18）。経営

持続が企業経営の使命であるとすれば、自

社製品を時代の変化に適合させ、付加価値

のある形に変えて提供していく行動は不可

欠なことといえる。それこそが経営のはず

である。

　実は、このストローの工業用市場への展

開と同じようなことが、図表3のG社の新

市場開拓でもあった。創業以来、大手プラ

モデルメーカーの下請けという立場であっ

たため、自社の仕事はいわゆるプラモデル

分野で、プラモデルメーカー向けの仕事で

あることが当然という意識になっていた。

しかし、プラスチック成型用金型やプラス

チック製品の製造の技術が生かせるのはプ

ラモデルに限らないし、プラモデルでもい

図表18　シバセ工業株式会社の工業用ストロー市場への新展開

対象セグメントを飲料用の

Ａ
飲料用ストロー
（＝ストロー市場）

ストローを含むパイプ・チューブ市場

A
飲料用ストロー

Ｂ（工業用）
飲料用以外でストローが適
しているため、他のパイプ・
チューブの利用からストロー
に移行した市場

ストローを含むパイプ・チューブ市場

Ｃ（工業用）
パイプ・チューブ市場以外からスト
ローの利用ニーズが新たに創出さ

れ市場に加わる分野

ストローの特徴を見直し優れた特長を持つパイプ・チューブととらえることで、新たなユーザーニーズの把握に
結びつき、これに対応することでストローを工業用として利用する新市場を創出した。

のみから工業用の と にも拡大Ａ ＣＢ

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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わゆる愛好家向けの模型しかないわけでは

ない。その気付きを得て、プラモデル向け

で培われた技術・ノウハウをプラモデル以

外の市場向けに、また、プラモデルメー

カー向け以外のプラモデルの市場に生かす

ことで、新たな展開を見出して生産性を向

上させている。無意識に自ら枠をはめてい

た市場展開の制限を無くし、自由な視点で

見直すことで、日常業務の中に新たな強み

を生かせる新たな市場展開の可能性が見出

されたのである。

　また、これもG社と共通する部分である

が、自社の技術・ノウハウなどの強みが何

にどのように利用されるのかを見出すの

に、ユーザーとの共創が大きな役割を果た

している。このため、G社でもニーズを発

掘するためにHPを立ち上げるなど情報発

信・情報収集に注力している。さらに、多

様なニーズに効果的に応えられるよう、職

人技と蓄積した自らの技術・ノウハウをよ

り効果的・合理的に生かすICT化や機械の

高度化のミックスで、設計からプラスチッ

ク製品の製造までワンストップで対応可能

とし、提案力向上や生産体制の整備・強化

も抜かりなく行われている。

　ロ�．根本課題を見据えて従来発想を超えた

ソリューション提供への挑戦

　有限会社藤井ピアノサービスは、ピアノ

市場の中で、既に販売されユーザーが所有

する様々なメーカーのものも含めたアップ

ライトピアノ市場というセグメントの中

に、新たに取り組む価値のあるターゲット

を見出した（図表19）。

　実は、ピアノ販売市場はピークの80年

頃には年間30万台に達していたが、現在

は2万台を割り込むまで大きく縮小してい

るといわれる。とはいえ、これまで販売さ

れたピアノがあり、200万人といわれるピ

アノ人口の太宗を占めるのはアップライト

グランドピアノユーザー市場

アップライトピアノユーザー市場

グランドピアノの機能・性能を強く求
めているが諸事情でアップグランドピ
アノには移行できない「グランフィー
ル」の潜在ユーザー

グランドピアノユーザー市場

アップライトピアノユーザー市場

「グランフィール」の実用化で、アップラ
イトピアノでグランドピアノの迫る機
能・性能を求めるユーザー市場（左図の
潜在ユーザーの顕在化）

一部はグランドピアノユーザーに移行

アップライトピアノとグランドピアノの機能・性能の違いというピアニストの才能や努力の範疇では
ない課題解決の方法を具体化したことで、ピアノ市場の太宗を占めるアップライトピアノ市場の中に
新たに他と差異化して展開できるターゲットを従来からの対象市場の中に創出

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

図表19　有限会社藤井ピアノサービスのアップライトピアノ市場での新市場創出



	 調　査	 43

ピアノユーザーである。ところが、前述の

とおり自らの能力や練習ではないアップラ

イトピアノとグランドピアノの基本的な構

造の違いからくる差を受け入れざるを得な

かった。もちろん、ベストの解決方法はグ

ランドピアノの選択で藤井社長も可能なら

ばこれを推奨するが、それに迫る機能の提

供を「グランフィール」はユーザーの大き

な負担なく可能とする。

　藤井社長の取組みは、ピアノ選定・調

律・メンテナンス・修理だけではなし得な

いアップライトピアノのグランドピアノに

迫る機構の提供により、ピアノに係るトー

タルの価値で多くのピアノ演奏者が得られ

る経験の質・満足度を高めようというもの

である。いかに良い環境を現実的なものと

して提供できるかという日頃のアプローチ

の結果として、他にはない有望なターゲッ

ト市場での展開を実現させている。ピアノ

の上達を願う人や演奏を楽しむ人たちがど

のような状況で何を欲しているのか、日常

の活動を通じたユーザーとの関わりに目指

すべき方向性の探索があり、多くのピアノ

演奏者が置かれている現実の中に取り組む

べき課題が認識された。その上で、長年ピ

アノにかかわってきた技術者として「グラ

ンフィール」のアイデアが芽生えていった

ということであろう。技術者として何を提

供すべきなのか、深化させる取組みの方向

性、内容が具体的になった。

　近年は、電子ピアノに需要が流れる傾向

もあるが、ピアノの練習に励む子供達やピ

アノを趣味とする愛好家の中でもコアなピ

アノ演奏者、また、音楽大学などを目指す

人などにとっては、アコースティックピア

ノの、しかもグランドピアノのタッチや音

質に本来求めている価値・満足があるはず

だ。藤井社長は、自社ブランドの「グラン

フィールピアノ」で、柔らかい音にするペ

ダルをグランドピアノと同じ機構とした

り、ハンマー部分の改良で音質やタッチを

向上させるなどさらに機能を向上させ、一

方では前述のような海外での活動など、

ニーズに応える市場展開への努力を今も進

めている。

（2�）生産性を向上させ稼ぐ力を再構築する

取組姿勢

　本稿の2事例では、両社長とも新たなター

ゲットを開拓していくことに対して、経営を

改革・革新するといった大上段に構えた姿勢

ではなく、通常の事として行っているように

思われた。おそらく、ユーザーの変化に対応

していく、あるいは真のニーズを理解した上

で相応しい対応をすることは当たり前で、そ

うした舵取りこそが経営であるという意識な

のであろう。企業側の都合や小手先の対応の

みで、従来とあまり変わらぬ範囲や方法で製

商品・サービスを提供するのとは違う。固定

観念に縛られず、また、ニュートラルな視点

を持ち、現場からユーザーをよく見て、これ

までとは違う分野からの情報からも本当に求

められているものについてヒントや気付きを

得ることで、より価値を創出できる新たな市
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場でのターゲットを見出している。そして、

やるべき事に対して経験、ノウハウ、人脈

ネットワークなど様々な知的資産を総動員し

たうえで、ユーザーとの対話によって、具体

的な展開のブラッシュアップを行っている。

　ところで、事例企業が生産性向上に資する

ターゲットを見出し積極的に取り組んだ背景

には、ヒントに気付いてから展開への課題解

決について比較的早い段階からある程度の道

筋が描けていたということがあるのではない

だろうか。つまり、高いモチベーションとも

深く関連するが、是非やりたい・取り組むべ

きという思いになった段階で、こうすれば実

現できる、やれるはずという一定の見込みが

あり、心理的なハードルがあまり高くなかっ

たのではないか。もちろん、実際にはかなり

の努力は必要なのだが、目指すこと・やりた

い事への挑戦であるだけに、様々に思いをめ

ぐらして結果を出すことが楽しみで、大きな

期待感があるからだ。

　実際、磯田社長にとって仕事は楽しいもの

で、広がりを見せるユーザーニーズをとら

え、自分の代で年商10億円達成を目指して

いる。藤井社長も、ピアノ好きとして世の中の

アップライトピアノに「グランフィール」を広

め、ひとりでも多くのピアノ演奏者の思いの

実現に寄与したいという大きな目標がある。

　磯田社長の場合は、チャレンジ精神に加え

て、日本電産での事業の進め方や製品開発・

生産における課題対応などの経験で、知識・

ノウハウ・自信など経営を新たなステージに

進めるために重要な実践力が強化され、新市

場への展開に大いに生かされている。一方、

藤井社長も、技術者として腕を磨くだけでな

く経営や営業の立場も経験し、多数のユー

ザーと接することで現実に即して他とは違う

発想で多くのピアノ演奏者の思いに応える自

らが進むべき方向性を見出した。ピアノ好き

でピアノ演奏者の思いを理解し、著名ブラン

ドのピアノも良く知り、ピアノの構造・技術

に精通する技術者の知識・ノウハウを持ち、

アップライトピアノを、調律やメンテナン

ス・修理で可能な範囲という通常の発想を超

えてその機能差を解消することでユーザーが

本来求めているグランドピアノの質に迫ると

いう課題解決方法を実現させた。自らの強

み・力量を発揮して創出する価値が、経営を

継続発展させるに十分なターゲット層から差

異化されたものとして認識・評価され、結果

として生産性が向上し、稼ぐ力が強化されて

いる。

（3�）新たな市場展開への気付きや展開の具

体化のための事例からの示唆

　一般的に競争激化や需要減少で収益確保に

苦慮する経営でみられるのは、目先やこれま

での考え方・ものの見方・経験にとらわれす

ぎて変化を捉えようとしない、課題対応への

判断・決断ができないなどである。すなわ

ち、過去の成功体験がむしろ変化への感度を

鈍らせている、変化は察知しても対応がこれ

までの考え方の範疇での深化にとどまる、

ブーム的な需要への対応など表面的・一時的

対応になりがち、量を重視しせっかくの価値
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を生かしていないなどで、付加価値の創出が

できない状況である。

　バブル崩壊以降、長きにわたり受身で縮小

均衡を図っているかのような姿勢で変化に対

応をする企業が少なくなかった。贅肉をそぎ

落とす必要はあるが、給与・賞与のカット、

パート・アルバイト化、人員削減、外注化

や、更新投資さえ控えるような投資抑制など

で、目先の利益確保に終始する行動がみられ

た。厳しい環境下で防衛的となるのは当然で

あるが、あまりに長期間、現在の経営資源だ

けでできることは何かといったレベルにとど

まり、自らの可能性を制限して強みを発揮で

きていない。これまでの限定的な認識の範

疇、固定観念にとらわれ、従来路線の延長で

の調整といったレベルの対応である。稼ぐ力

は向上せず、先行きの展開へのストーリーは

描けていない。逆に、ユーザーの立場からす

れば、期待レベルの、あるいはそれ以上の差

異化された製商品・サービスがあまり見当た

らない。磯田社長も、「同業者では、厳しい

環境下で事業承継者もおらず、先の見通しが

立たないところがほとんどである。当然、新

たな市場への展開や既存市場の中でもどのよ

うな対応をすれば強みを生かせるのかなどで

経営者が役割を果たそうとするところはあま

り見られない。事業意欲を喪失し、自立して

いこうということがないため、新たな気付き

などは得られず、目先の対応だけに終始する

のみで事態はより厳しくなる悪循環に陥りが

ちである。」と指摘していた。

　幸い、最近は経営環境の改善からか設備投

資などで中小企業の取組姿勢にも一部とはい

え積極的なものも見られるようになってき

た。悲観的・保守的・限定的な発想に陥ら

ず、冷静な目線で自社の目的、注力すべき方

向性やターゲット顧客などを見直し、より付

加価値を高めるために自由な発想で考えてみ

ることが必要ではないか。もし、自らの特長

や弱みなどが明確でない、どのように展開を

考えていけばよいのかがわからないなどであ

れば、異業種の経営者なども含め社内外の意

見に耳を傾けたり、必要に応じて商工会議所

や各都道府県のよろず支援拠点、経営の専門

家などのアドバイスも受けつつ、無理のない

範囲で知的資産の整理から始めるのがよいの

ではないだろうか（注2）。

　最後に、図表3の事例や上記2事例からの

新たな市場への展開を図るに当たってのヒン

トとして、以下のような点を挙げておく。

①�既存の考え方のみで市場を捉えるのではな

く、自らが生産する製品やサービスの価値

をニュートラルな視点で再確認することが

重要である。

②�企業規模や業界特性などから自らの強みが

発揮し続けられる市場の中のセグメントと

ターゲットはどこなのかを考える。

③�積極的な情報発信がニーズや課題解決に資

する情報収集に大きな意味を持つ。

④�必ずしもこれまで提供してきた製商品・

（注）2�．藤津勝一『知的資産の効果的活用を目指す中小企業事例からの示唆−知的資産の点検・再評価で経営の持続発展力が向上−』
信金中央金庫 地域・中小企業研究所 信金中金月報2016年1月号を参照
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サービスを変えなくともターゲットやどの

ように提供するかを変えることで格段に付

加価値を高められることがある。

⑤�新たな市場のアイデアは生産者の立場だけ

で考えるプロダクトアウト発想ではなく、

顧客と共創することでユーザーから高く評

価される利用価値が生まれることが少なく

ない。

⑥�そうしたニーズに応えるためにも固定観念

にとらわれず、課題解決の具体化には柔軟

な発想や必ず成し遂げるといった強い意

欲・姿勢が必要である。

⑦�新たな市場展開から得られた知見は同じよ

うなユーザーを含め他のユーザーへの提案

内容の充実や開拓に積極的に生かしていく。

　これらはみな当たり前なのだが、現実には

できていないことが多い。こうした点を踏ま

え、課題から逃げずにどうすればユーザーの

変化等に相応しい課題解決ができるのかに取

り組むことで、1社でも多くの中小企業がよ

り積極的に知恵を絞り、自社が展開するに相

応しいターゲットを見出して他と差異化され

た付加価値を提供し、生産性向上による稼ぐ

力を創出することを期待したい。

おわりに　

　本稿の2つの事例企業は、いずれも固定観

念にとらわれず、自らが創造できる価値をよ

り生かすため、市場の中でどのような分野

（セグメント）をターゲットとすべきかを、

ユーザーとの関わりから見出している。スト

ローを低コスト短納期で対応可能なプラス

チック製のパイプ・チューブと再定義し、同

時に精密性や生産効率向上など相応しい生産

体制を整備することで展開すべきターゲット

を飲料用以外に大きく広げていった。アップ

ライトピアノも、その機構のままで質を追求

してもグランドピアノとの仕組みの違いで機

能差は解消されず、ピアノユーザーの大半を

占めるアップライトピアノユーザーが望む課

題の解決には至らない。そこに技術者の視点

で目をつけ、ピアノユーザーに大きなコスト

や手間の負担なく、グランドピアノに迫る機

能を提供できる画期的な機構を開発した。こ

れまでは望めなかった機能をほぼ実現させ、

アップライトピアノ市場の中で差異化された

新たな価値でターゲットを創出することに成

功している。

　両社とも、従来とは異なる視点で市場を眺

め、ユーザーからの情報の中に課題の発見や

何をすべきか課題解決への道筋を見出して

ターゲットと成すべきことを明確化している。

　図表3の過去の取材事例でも、ターゲット

を明確化することで競合を回避し強みを発揮

する（B社、C社）、敢えて量は追わずに付加

価値の高い分野に集中する（E社、F社）、こ

れまで未経験の分野でも自らの強みを発揮で

きる分野や使い方があり高い価値を発揮でき

ることがある（A社、G社）、直接の受注先で

はなくその上流で実際に内容の決定権を持つ

層に技術やアイデア、アート性など質で提案

し差異化する（E社）など、まだまだ生産性

を向上させて付加価値を高めるターゲットや

そのための方法を発見できる可能性は残され
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ていた。固定観念にとらわれたり、限界を自

ら設けることなく、ユーザーからの情報など

に日頃から積極的にヒントを見出そうとする

姿勢が重要ということのようだ。このような

セグメンテーションやターゲティングで見直

す経営行動は、現状を打破する改革・革新で

生産性向上を図る必要がある多くの中小企業

には大いに参考になるはずである。

　また、このような現状の見直しを行う姿勢

にとって重要なのは、あるべき姿、成し遂げ

たいことを明らかにすることではないだろう

か。そうしたビジョンがあるからこそ、抜け

出し難いと感じている現状への見方から脱却

し、新たな市場のターゲットに活路を求めて

いくことができる。もちろん、目先の対応も

疎かにはできないが、それだけで終わるの

か、それともビジョンを持って新たなニーズ

を捉えて活躍できる場を探索して積極的に適

合化させ未来を内発的に切り拓いていくのか

である。常に変化に対応して付加価値を創出

していくためには、様々なことに興味を持

ち、経営力のキャパシティーを広げる学びを

続ける姿勢こそが必要ではないだろうか。

〈 参考文献〉

・中小企業庁編『中小企業白書 2017年版』日経印刷 2017年6月

・藤津勝一『経営革新で持続発展を目指す中小企業経営者の特長−意欲・ポジティブ指向とたゆまぬ学習や中長期的視
点での変化対応力の獲得−』信金中央金庫 地域・中小企業研究所 信金中金月報2016年1月号

・藤津勝一『「稼ぐ力」を磨く中小企業−顧客にとっての価値の認識と強みを生かして「成し遂げる力」−』信金中央金
庫 地域・中小企業研究所 信金中金月報2017年4月号

・藤津勝一『地域・生活密着型中小サービス業の事例にみる生産性向上−中核サービスを超えた地域中小企業ならでは
の強みの発揮−』信金中央金庫 地域・中小企業研究所 信金中金月報2017年7月号

・藤津勝一『新展開で「稼ぐ力」の再構築に挑む中小企業事例からの示唆−新展開のカギは顧客課題解決への「企業家」
としての取り組み姿勢−』信金中央金庫 地域・中小企業研究所 信金中金月報2018年1月号

・藤津勝一『経営持続に不可欠な中小企業経営者の企業家としての役割−生産性向上による稼ぐ力を常に意識する企業
家マインドこそがカギ−』信金中央金庫 地域・中小企業研究所 信金中金月報2018年6月号
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（キーワード）　�若手・中堅職員、選抜型研修、将来の幹部候補生の育成、モチベーション向上

（視　点）

　年齢別人員構成の過不足などを背景に、若手・中堅職員の育成が急務となっている信用金庫

は多い。こうしたなか、将来のマネジメント層の育成を主目的とする選抜型研修を導入する信

用金庫がみられる。30代前半を中心とした若手・中堅職員からなるプロジェクトチームを期間

限定で立ち上げ、経営陣への提言を実施するタイプに注目が集まる。将来の幹部候補生に経営

の視点で考える訓練を積ませると同時に、彼（女）らのモチベーションを高める効果などが期

待される。

　そこで本稿では、京都北都信用金庫が平成23年度に開始した「経営課題研究プロジェクト」

の取組みを紹介する。

（要　旨）

⃝�将来の幹部候補生の育成に向け、一定水準以上の優秀な若手・中堅職員を対象とする選抜

型研修を導入する信用金庫がみられる。

⃝�同研修の目的は、将来の幹部候補生となる若手・中堅職員に経営の視点で考える経験を積

ませることや、彼（女）らのモチベーション向上である。若手・中堅職員による意見やア

イデアを経営陣が直接聴取する狙いもある。

⃝�導入時の留意点は、①本部・営業店の理解、②選抜された職員の意識改革、③経営陣の関

心持続などである。

⃝�本稿では、参考事例として京都北都信用金庫の「経営課題研究プロジェクト」を紹介する。

調 査

信用金庫の若手職員の育成事例について③
−京都北都信用金庫−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所上席調査役

刀
と ね

禰　和
かずゆき

之
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はじめに

　年齢別人員構成の過不足などを背景に、若

手・中堅職員の育成が急務となっている信用

金庫は多い。こうしたなか、将来のマネジメ

ント層の育成を主目的とする選抜型研修を導

入する信用金庫がみられる。30代前半を中心

とした若手・中堅職員からなるプロジェクト

チームを期間限定で立ち上げ、経営陣への提

言を実施するタイプに注目が集まる。将来の

幹部候補生に経営の視点で考える訓練を積ま

せると同時に、彼（女）らのモチベーション

を高める効果などが期待される。

　そこで本稿では、京都北都信用金庫が平成

23年度に開始した「経営課題研究プロジェ

クト」の取組みを紹介する。

1�．選抜型研修の概要

（1�）マネジメント層の職員不足

　信用金庫の年齢別の職員構成をみると、過

去の採用抑制と近年の大量採用の影響	

などからワイングラス型とか、瓢箪（ひょう

たん）型などと呼ばれる形が多い。なかでも

30代後半から40代前半のマネジメント層の

職員不足が深刻とされ、一部の信用金庫で管

理職不足などが顕在化しつつある。マネジメ

ント層の職員不足を背景に若手・中堅職員の

育成が思うように進まず、結果として経験の

浅い職員を管理職に昇進・昇格させるケース

などがみられたりもする。

　また、マネジメント層の職員不足に関連

し、近年、優秀な若手・中堅職員の離職が目

立つようになったとの声がある。この理由と

して、人員不足から特定の優秀な職員に業務

が集中してしまい不満が高まるケース、優秀

な職員が満足するような育成研修などが行わ

れず、現在の業務内容ではモチベーションを

維持できないケースなどが想像される。

　いずれにせよ各信用金庫において、若手・

中堅職員の育成は急務と言えよう。そこで

は、従来多くみられた全体を底上げする人材

育成策に加え、一定水準以上の優秀な職員を

対象にした育成策の導入も不可欠と考えられ

る。こうしたなか、将来の幹部候補生となり

得る若手・中堅職員の育成手法として「選抜

型研修」に注目が集まっており、近年、導入

する信用金庫が増えてきた。

（2�）選抜型研修の範囲

　本稿における「選抜型研修」とは、①将来

の幹部候補生を早い段階から育成すること、

②優秀な若手・中堅職員の能力とモチベー

ションをもう一段高めることなどを目的にプ

ロジェクトチームを組成し、経営陣に報告を

行うタイプである。日常業務で必要な金融知

識を習得するのではなく、経営の視点で考え

る訓練や自発性を養うことを重視する。

　なお、選抜型研修には中小企業診断士の資

格取得支援のための学校派遣などの資格取得

を目指すタイプもある。職員の能力およびモ

チベーション向上に資するものの、自己啓発

の側面が強く、将来の幹部候補生の養成と

いった目的とは必ずしも合致しないため、本

稿では対象外としたい。
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（3）選抜型研修の代表例

　信用金庫の間で導入がみられる選抜型研

修は、30代前半を中心とした若手・中堅職

員からなるプロジェクトチーム（PT）を期

間限定で立ち上げ、経営陣への提言を実施

するタイプが中心である。代表的な仕組み

は図表1のとおりである。検討テーマとして

自金庫の抱える課題の解決策や、長期経営計

画の素案を経営陣に提言する信用金庫が多

い。その際、PT単位で検討・提言する信用

金庫と、PTの個々人が検討・提言する信用

金庫とがある。メンバーの選抜方法は、人事

による指名と公募による選抜とに分かれる

が、研修の一環に位置付けられるため現業を

抱えての参加が大半である。年間スケジュー

ルでは、第1四半期にプロジェクトチームを

立ち上げ、年末または年初に経営陣への報告

会を実施している。

2�．導入時の検討課題

　導入時の検討課題は、①本部・営業店の理

解、②対象職員の意識改革、③経営陣の関心

持続などである（図表2）。

（1�）本部・営業店の理解

　PTに選抜された職員は、現業を抱えなが

ら別途活動を行うことになる。そのため、所

属部門の上司はメンバー職員が研修活動のた

め職場離脱することに対し、理解と協力が必

要である。中長期的な人材育成の一環とし

て、PTへの参画に対するバックアップが求

められよう。

　また、本部各部はPTが検討を進めるなか

図表1�　選抜型研修の例�

検討テーマ ◦�自金庫の抱える課題と解決策を自ら設定し検討する。長期経営計画案を検討する事例もある。
◦�プロジェクトチームとして検討する事例と、個々人で検討する事例とに分かれる。

取りまとめ ◦�報告書として取りまとめ、経営陣に提言する。

検討期間
◦�年度単位の実施が大半である。次年度の事業計画に反映させるため、年末または年初に報告
会を実施する。

◦�月に1回の会議以外は自主性に任せている。

選抜方法 ◦�人事による指名と公募による選抜とに分かれる。
◦�30代前半が中心である。

メンバーの処遇 ◦�現業を抱えての活動となる。
◦�特別な手当などは支給しない。

事務局 ◦�企画部門または人事部門が事務局を担う。

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

図表2�　検討課題�

本部・営業店の理解 PTのメンバーが自由に活動できるよう、所属部門の上司や本部各部は協力して臨む必要が
ある。

PTメンバーの意識改革 PTに選抜された職員は、経営の視点で考えるなど高い意識を持って活動する必要がある。

経営陣の関心持続 経営陣はPTの活動に対し関心を持って臨む必要がある。これによってメンバーのモチベー
ションも高まろう。

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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で自部門に関わるテーマが浮上した場合、丁

寧に指導することが求められる。

（2�）PTメンバーの意識改革

　PTに選抜された職員は、一般職員として

ではなく経営の視点で検討を進めると言った

意識改革が求められる。と同時に、PTのメ

ンバーに選抜された意味合いや、経営が求め

る役割などについて考える必要がある。

　ただし、PTに選抜されたことで過度なエ

リート意識を持たせないような配慮も必要だ

との意見が導入金庫からあった。

（3�）経営陣の関心持続

　経営陣はPTの立上げから報告会まで関心

を持続させる必要がある。経営陣が関心を

持って適宜、PTをフォローすることで、メ

ンバーのモチベーション向上につながるだ

ろう。

　また、PTは研修の一環としての活動であ

り、報告書の水準やプレゼン能力に対して否

定的な対応を行わず、むしろメンバーの問題

意識や積極性を評価し、伸ばしていくことが

求められる。

3�．取組事例～京都北都信用金庫の経
営課題研究プロジェクト

　本稿では、京都北都信用金庫が平成23年

度に開始した「経営課題研究プロジェクト」

について紹介する。

（1�）設置の経緯

　京都府宮津市に本店を置く京都北都信用金

庫は、平成23年度に「経営課題研究プロ

ジェクト」を立ち上げた（図表3）。同プロ

ジェクト設置の目的は、①若手・中堅職員の

経営参画意識・帰属意識の高揚、②将来の金

庫の中枢を担う職員の育成の2点である。

　同金庫においても過去の信用金庫合併の影

響などからマネジメント層の育成が急務と

なっていた。また、同金庫の営業地盤である

京都府の北部は、人口の高齢化と減少、中小

企業の廃業増加など厳しい市場環境にある。

同金庫は、こうした厳しい環境下にあるから

こそ、今後の同金庫および地域を担う若手・

中堅職員の育成が重要だと考えた。そこで平

成23年度に「経営課題検討プロジェクト」

を立ち上げることとした。

（2�）経営課題研究プロジェクトについて

　①　概要

　同金庫の取り組む「経営課題研究プロ

ジェクト」は、若手・中堅職員の育成など

を目的とする期間限定の検討チームであ

る。活動期間は1期を1年間とする。個人

単位ではなく、チーム編成に基づく活動と

し、自金庫の抱える経営課題に対する経営

図表3�　信用金庫の概要�
本 店 所 在 地 京都府宮津市

創 立 明治34年5月

預 金 残 高 7,547億円

貸 出 金 残 高 3,520億円

店 舗 数 39店舗

常勤役職員数 710人

（備考）平成30年3月末
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陣への提言（発表会での報告）を目標とす

る。なお、同プロジェクトの事務局は経営

企画部が担っている。

　②　メンバー選抜

　同プロジェクトのメンバーの選抜方法は

自薦または支店長の推薦に基づく公募であ

る。25～35歳の若手・中堅職員を対象に

参加を募る。開始当初は、支店長などのマ

ネジメント層をリーダーに据えて検討を進

めるスタイルだったが、近年は若手・中堅

職員の自主性を尊重する検討スタイルに転

換している。

　メンバーの選抜にあたっては、勤務地域

をある程度分散させるため、エリア単位で

調整することもある。これまでメンバーの

再任は行っていない。なお、同プロジェク

トのメンバーは業務の一環として活動する

ため、特別な手当なども支給していない。

　ここ数年は、10数人をメンバーに選抜

し、所属エリア、年齢、性別などを考慮し

た2グループに編成している。これは、複

数のグループが検討することで、メンバー

間の競争意識を醸成する狙いもある。

　③　課題テーマ

　課題テーマの選定については、事前に事

務局より5～6分野のカテゴリが提示され

る。各グループは、当該カテゴリの中から

課題テーマを選択する。各グループは課題

テーマに沿って自由な議論、検討などを行

い、複数の提案を取りまとめる。提案内容

を1つに絞り込む必要はない。過去に見送

りとなった提案を再チャレンジすることも

可能である。

（3�）活動の流れ

　①　29年度のスケジュール

　29年度（第7期）の同プロジェクトメン

バーは、5月に公募で参加を募った。メン

バー選定後の7月に第1回の合同会議を開

き、それ以降はグループごとにスケジュー

ルを決めて取り組むことにしている。次年

度の事業計画に提案を反映させるため、

年初（30年1月～2月）の発表会開催は不

可欠である。29年度については、両グ

ループとも期間中に10回の会議を行って

いる（図表4）。

図表4�　29年度の検討状況�
グループ名 “はつらつ” “Only1”

検討テーマ 若年層顧客を取り
込むための施策

選ばれる金融機関
になるための施策

検

討

履

歴

第 1 回 29年  7月21日 29年  7月21日

第 2 回 29年  8月18日 29年  8月18日

第 3 回 29年  9月21日 29年  9月12日
（アンケート調査実施）

第 4 回 29年10月13日 29年  9月14日

第 5 回
29年11月16日
（信金中金への
ヒアリング実施）

29年10月4日

第 6 回 29年11月28日 29年11月  7日

第 7 回 29年12月12日 29年12月  6日

第 8 回 30年  1月17日 30年  1月17日

第 9 回 30年  1月23日 30年  1月23日

第10回 30年  1月30日
（本番リハーサル）

30年  1月30日
（本番リハーサル）

発表会 30年2月2日

（備考�）京都北都信用金庫資料より信金中央金庫 地域・中
小企業研究所作成
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　同プロジェクトの会議は平日の午後（業

務時間中）に実施するため、原則として時

間外勤務や休日出勤は発生しない。この会

議には事務局も同席し、適宜アドバイスな

どを行っている。

　両グループは、30年1月までに3～4件の

提案を報告書として取りまとめ、2月2日

の発表会に臨んだ。発表会には理事長以下

の役員、本部部長など20人強が出席して

おり、ビックイベントとなっている。1グ

ループあたりの発表時間は20分間で、そ

の後の質疑応答が20分間あり、役員・本

部部長から、導入効果、コスト面、導入ま

での期間などについて前向きな質疑が行わ

れる。事前に報告書は出席者に配付される

が、事務局による報告書案への根回しなど

は行わない。

　その後、発表会に出席した役員などにア

ンケートを実施し、各グループの提案から

良いものを1つ選んでもらう。日を改めて

評価の高かった提案について関係する本部

各部と同プロジェクトのメンバーで座談会

（意見交換会）を開催し、自金庫として出

来ること・出来ないこと、優先順位の高い

もの・劣後するものなどに選別していく。

座談会の結果を踏まえ、最終的に当該年度

の採用案件を決定する流れである。

　29年度の場合は、「住宅ローンガイド

ブックを利用した顧客に寄り添った融資推

進」と、「LINE@などによる情報発信手法

の検討」の2提案が採用され、平成30年度

基本計画重点施策に盛り込まれている。

　②　検討を進めるうえでの留意点

　同プロジェクトの活動は業務の一環と位

置付けられるものの、活動時間は営業店を

離脱するため、所属店舗の店長や同僚の理

解と協力には注意を払っている。会議開催

の都度、事務局より支店長に対して協力要

請の書面を出す。

　グループの検討内容・手法はメンバーの

自主性に任せるが、必要に応じて事務局が

アドバイスや誘導を行うことにしている。

枝葉末節にとらわれた議論などについて

は、前向きな方向に誘導する。

（4�）評価等

　①　評価

　23年度から29年度まで7期の同プロジェ

クトが実施され、同金庫に対し積極的な提

案などが行われている。実際に実現した提

案もあり、同金庫の経営戦略の策定などへ

の貢献がみられる（図表5）。

　同プロジェクトの参加人数は合計89人

に達する。初期のメンバーの中から役員や

部長なども生まれており、経営幹部の養成

といった当初の導入目的は達成しつつある

との評価である。

　同時に若い職員の経営参画意識が高まっ

たと評価している。若い職員にとって同プ

ロジェクトは自ら考え行動する、本部の立

場・経営の立場で考える良い機会となって

いる。日常の営業活動を見直す良いきっか

けになったとの意見もある（図表6）。

　また、同金庫は営業エリアが比較的広範
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囲なため、同プロジェクトが若手職員の交

流の場につながっている。同期や年次の近

い職員が意見交換をすることで、仲間意識

が高まるほか、営業店事務の統一など業務

面で情報共有の効果もある。

　②　今後の計画

　同金庫は30年度以降も同プロジェクトを

毎年開催していく予定である。今後の検討

課題としては、メンバーの選定方法の見直

しがあげられる。同金庫は店舗戦略の一環

として29年度にエリア店舗制を採用した

が、少人数で運営する被統括店（子店）の

職員が同プロジェクトに応募しにくくなる

可能性もある。

おわりに

　近年、優秀な若手・中堅職員がモチベー

図表5�　第1期～第7期の活動状況�
期 メンバー構成 検討テーマ

第1期
（23年度）

男性15人
5人ずつ3グループ

✓�10年後の金庫のあるべき姿について	 	
（全グループ共通）

第2期
（24年度）

男性12人、女性5人
男女別3グループ

✓�事業性貸出金の推進策
✓�営業推進体制
✓�女性職員の戦力化

第3期
（25年度）

男性6人、女性5人
男女別2グループ

✓�他行競合に打ち勝つための営業戦略について
✓�地域から望まれる信用金庫職員と人材育成について

第4期
（26年度）

男性6人、女性5人
男女混成2グループ

✓�当金庫の独自性を活かした預貸金増強施策
✓�職員満足度の向上施策

第5期
（27年度）

男性8人、女性5人
男女混成2グループ

✓�SNSを活用した情報発信手法について
✓�高齢者に寄り添ったサービスの提供手法について

第6期
（28年度）

男性5人、女性5人
男女混成2グループ

✓�事務効率化に関する施策について
✓�人材活用・職場環境整備に関する施策について

第7期
（29年度）

男性7人、女性5人
男女混成2グループ

✓�選ばれる金融機関になるための施策について
✓�若年層顧客を取り込むための施策について

（備考）図表5・6とも京都北都信用金庫資料より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

図表6�　参加者の感想（アンケートより抜粋）�

◦�日常の業務をしている時には、当庫の経営方針について考えることはなかったが、今回のプロ
ジェクトを通して経営陣の立場になって物事を考えることで、普段の営業活動の中でどうしたら
お客様が喜んで取引をしてくださるのか等を考えながら活動するようになった。今後も常にアン
テナを張りながら営業活動を行っていきたいと思う。

◦�今まで、受け身の仕事が多かったが、今回のプロジェクトへの参加をきっかけに、経営について
自ら提案し考えることを勉強した。今後は、自らの担当業務や担当業務以外へのことにおいても
色々な提案ができるようになりたいと思う。

◦�金庫の課題に触れ顧客が求められることについて検討したことで、自分自身も金庫職員としてお
客様目線で考えることを大切にし、もっとがんばっていこうと意識を改めることができた。意見
を述べ合い、今後もよりよい店作りをしていきたい。
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ションの低下などを理由に退職してしまう

ケースが増えていると聞かれる。選抜型研

修は、将来の幹部候補生の養成といった目

的に加え、若手・中堅職員に日常業務では

得られない経験を積ませる機会となり得る。

そのため、優秀な彼（女）らのモチベー

ション向上への寄与が期待される。プレイ

ヤーからマネージャーへのスムーズな転換

にも貢献しよう。
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地域・中小企業研究所が
「事業性評価にかかる情報交換会」を開催

　地域・中小企業研究所では、「しんきん実務研修プログラム」の一環として、「事業性評価に

かかる情報交換会」を平成30年7月11日(水)に東京で開催しました。

　本情報交換会は、各参加金庫が有する取組事例および成功・失敗事例等のノウハウについて

情報共有を行うとともに、事業性評価で成果をあげる方法についてディスカッションを行うこ

とで、業務上の課題解決を図ることを目的として開催したもので、全国から90金庫、90人の

信用金庫役職員が参加しました。

　始めに、玉島信用金庫の融資部徳田部長および木村主任が信用金庫事例発表として、「たま

しん創業支援スキーム」や「たましん経営サポーターコロンブス」をはじめとした取引先の融

資推進・本業支援の態勢について基調講演を行いました。参加者からは玉島信用金庫の取組み

について、「本業支援等を入り口とした事業性評価への取組みや体制が適切に検証・整理され

ており、非常に参考になった。特に営業店と本部との情報共有化や外部機関・専門家等の活

用・連携については当金庫としても見習うべき点があった。」、「成功事例を職員間で共有する

ことの重要性を再認識した。」などの感想が寄せられました。

　その後、14グループに分かれて、各参加金庫から事業性評価の取組状況等について事例報

告を行った後、グループメンバー間で、事業性評価を通じた融資・本業支援にかかる取組み等

について、幅広い論点でディスカッションが行われ、「各金庫の取組みの仕方や方針に違いが

あったが、担当者として同じ悩みをもっており、話題を共有できたことは良かった。」、「本業

支援に対するモチベーションアップへの取組みをはじめ、業務全般に対する話題を多岐にわ

たってディスカッションできたことは良かった。」などの意見がありました。

情報交換会の様子玉島信用金庫の講演
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地域・中小企業関連経済金融日誌（2018年8月）

3日 ○ 経済産業省、平成30年度一般会計予備費の「平成30年7月豪雨による災害」対応
に関する経済産業省関連での一部使用の閣議決定を公表（当予備費の閣議決定に
より新たに措置した中小企業向け支援メニューを盛り込んだ被災中小企業者等支
援策ガイドブック（第3版）も公表）

6日 ○ 金融庁、「顧客本位の業務運営に関する原則」を採択し、 取組方針・KPIを公表し
た金融事業者のリストを更新（8月10日訂正）（2018年6月末時点の信用金庫数は
147金庫と、３月末時点から17金庫追加）

8日 ○ 金融庁、平成30年7月豪雨にかかる災害の現状等を踏まえた金融の円滑化等につい
て、関係金融機関に対し要請

○ 日本銀行、金融高度化セミナー「金融機関の働き方」（7月25日開催）について公
表（城南信用金庫 理事長  渡辺 泰志 氏の講演資料および浜松信用金庫 専務理事
野田 純一 氏のパネル・ディスカッション資料を掲載）

9日 ○ 内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部、RESAS最新データを更新（消費の傾向
（POSデータ）、From-to分析（POSデータ）では、一般用医薬品のデータを追加）

10日 ○ 金融庁、株式会社ローソン銀行に対し、銀行業の免許を付与

17日 ○ 中小企業庁、認定支援機関による経営改善計画策定支援事業および早期経営改善
計画策定支援事業の支援決定一覧（事業開始から平成30年3月末まで）を公表

20日 ○ 中小企業庁、中小企業等で働く従業員向けの人材育成プラットフォーム『ビジロ
グ』をホームページ上に公開

22日 ● 金融庁、銀行カードローンの実態調査結果について公表 資料1

● 総務省、個人企業経済調査（動向編）平成30年4～6月期結果（確報）を公表 資料2

24日 ● 金融庁、平成30年3月期における金融再生法開示債権の状況等（ポイント）を公表 資料3

○ 経済産業省、平成30年7月豪雨に係る災害に関してセーフティネット保証4号の指
定地域を拡大（すでに指定している地域に加えて、広島県（大竹市、廿日市市、
安芸高田市、世羅郡世羅町）および山口県（下松市、光市、周南市）を追加）

30日 ● 内閣府、地域経済動向（平成30年8月）を公表 資料4

○ 金融庁、貸金業関係資料集を更新

○ 内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部、RESAS最新データを更新

31日 ○ 金融庁、あおぞら銀行に対し、信託業務の兼営を認可

○ 中小企業庁、「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業」の交付を決定（熊本
第一信用金庫が代表者であるグループを含む熊本県の55グループに対して）
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（資料 1）

金融庁、銀行カードローンの実態調査結果について公表（8月22日）

　金融庁は、2017 年 9 月から、銀行カードローンに関する検査を実施し、その結果を2018 年１月に「銀

行カードローン検査 中間とりまとめ」として公表した。

　さらに今回、2017 年の検査実施先以外の、銀行カードローンを取り扱う全銀行（108 行）に対して、

業務運営の実態把握を行うとともに、検査実施先の銀行についても、その後の業務運営の改善状況を

確認し、これらをとりまとめて公表した。

　金融庁は、「銀行カードローンの実態調査結果　主なポイント」の中で、以下のように総括している。

●�銀行カードローンの業務運営については、全体として、「申し合わせ」や「中間とりまとめ」を踏まえ

た融資審査態勢の見直しや広告宣伝の見直し等、業務運営の改善に向けた取組みが進んでいる。
●�保証会社審査への依存についても、年収や借入額と代弁率の関係の分析の実施や銀行取引情報

の活用等により、保証会社審査に関与する動きが進んでいる。関与の充実に向けて、取組みを促し

ていく。
●�他方、融資実行後の途上管理については、年収証明書の再取得等の動きが見られるが、取組み

の進んでいない銀行が多く、進展を注視していく必要がある。
●�今後とも、多重債務発生の抑制の観点から、各行の業務運営が適切に行われているか、引き続きモ

ニタリングしていくとともに、今回の調査で取組みが不十分と認められた点については、ベストプラクティ

スの収集・共有や対話等を通じて具体的な改善を促し、業界全体の業務運営水準の引上げに向け

た取組みにつなげていく。

（注）�顧客の借入状況の把握にあたって重要となる信用情報機関の登録情報については、精度にばら

つきがあるとの課題が認められており、当庁の「信用情報のあり方 PT」において、関係機関と

も連携のうえ、具体的な対応策等について検討を進めている。

（https://www.fsa.go.jp/news/30/ginkou/20180822.html 参照）

（資料 2）

総務省、個人企業経済調査（動向編）平成 30 年 4～ 6月期結果（確報）を公表（8月22日）

　総務省は、2018 年 4 ～ 6 月期における個人企業経済調査（動向編）結果（確報）を公表した。

今期（2018 年 4 ～ 6 月期）の業況判断 D.I. は△ 54.3 で、前期（2018 年 1 ～ 3 月期）（△ 58.3）

に比べ、4.0 ポイント改善している。

○ 経済産業省、平成30年7月豪雨による災害に関する被災中小企業・小規模事業者対
策の適用地域に岡山県の3市町を追加

※�「地域・中小企業関連経済金融日誌」は、官公庁等の公表資料等をもとに、地域金融や中小企業金融に関連が深い項目につ
いて、当研究所が取りまとめたものである。

　「●」表示の項目については、解説資料を掲載している。
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　また、来期（2018 年 7 ～ 9 月期）の業況見通しD.I. は△ 52.0となっており、今期の業況判断 D.I.（△

54.3）に比べ、2.3 ポイントの改善を見込んでいる。

（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01toukei05_01000155.html 参照）

（資料 3）

金融庁、平成 30 年３月期における金融再生法開示債権の状況等（ポイント）を公表（8月24日）

　金融庁は、2018 年 3 月末時点における金融再生法開示債権の状況等を公表した。

　国内銀行の不良債権比率は、主要行が 0.7％（2017 年 9 月末比横ばい）、地方銀行が 1.7％（同

横ばい）、第二地方銀行が 1.9％（同 0.1 ポイント低下）、信用金庫が 4.0％（2017 年 3 月末比 0.3 ポ

イント低下）、信用組合が 3.9％（同 0.7 ポイント低下）と、横ばいないし低下した。

 

（https://www.fsa.go.jp/status/npl/20180821.html 参照）

（資料 4）

内閣府、地域経済動向（平成 30 年 8月）を公表（8月30日）

　内閣府は、2018 年 8 月の地域経済動向を公表した。

　前回調査（2018 年 5 月）と比較して、景況判断を3 地域（北陸、四国、九州）において上方修

正、1 地域（中国）において下方修正、残りの 8 地域（北海道、東北、北関東、南関東、甲信越、

東海、近畿、沖縄）においては横ばいとした。

（備考）　1．金融庁「金融再生法開示債権等の推移」より作成
  　　　 2．信用金庫、信用組合は各年3月末のみ開示

業態別不良債権比率の推移（金融再生法開示債権ベース） 
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　分野別にみると、前回調査（2018 年 5 月）と比較して、鉱工業生産については、5 地域（北海道、

東海、北陸、近畿、九州）において上方修正、残りの 7 地域（東北、北関東、南関東、甲信越、中国、

四国、沖縄）においては横ばいとした。

　個人消費については、6 地域（甲信越、東海、北陸、四国、九州、沖縄）において上方修正、

2 地域（東北、中国）において下方修正、残りの 4 地域（北海道、北関東、南関東、近畿）にお

いては横ばいとした。

　雇用情勢については、全 12 地域において判断を横ばいとした。

（http://www5.cao.go.jp/keizai3/chiiki/2018/0830chiiki/menu.html 参照）
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信金中金だより 

信金中央金庫　地域・中小企業研究所活動記録（8月）

1．レポート等の発行
発行日 レポート分類 通巻 タ　　イ　　ト　　ル 執 筆 者

18.8.3 内外金利・為替見通し 30-5 日銀は大規模緩和策を一部修正。長期金利の0.2％程度まで
の上昇を容認

角田　匠 
奥津智彦

18.8.14 経済見通し 30-2 実質成長率は18年度1.1％、19年度0.8％と予測 
－個人消費と設備投資をけん引役に景気は回復基調を維持－

角田　匠 

18.8.20 金融調査情報 30-10 信用金庫の創業支援施設の開設動向について 刀禰和之

18.8.20 金融調査情報 30-11 信用金庫の母店制度の導入事例
－京都北都信用金庫「エリア制」－

刀禰和之

18.8.29 産業企業情報 30-9 住宅購入希望者の夢をかなえる“住宅ローンテック”への挑戦 
－地方圏を中心に地域金融機関との戦略的提携を目指す－

藁品和寿

2．講座・講演・放送等の実施
実施日 種類 タ　　イ　　ト　　ル 講座・講演会・番組名称 主　催 講 師 等

18.8.1 講演 経済見通しについて 人形町支店若手経営者の会
勉強会

興産信用金庫 奥津智彦
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１．(1)    信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移
（単位：店、人）

店　　　舗　　　数 常　勤　役　職　員　数

年 月 末 本  店 職　　　員
(信用金庫数) 男　子 女　子 計

会　員　数
支  店 出張所 合  計 常勤役員 合　計

1．信用金庫統計
（1）信用金庫の店舗数、合併等
（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
（3）信用金庫の預金者別預金
（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
（5）信用金庫の貸出先別貸出金
（6）信用金庫の余裕資金運用状況

2．金融機関業態別統計

     （1）業態別預貯金等
      （2）業態別貸出金

統 計

（凡　例）
1．金額は、単位未満切捨てとした。
2．比率は、原則として小数点以下第1位までとし第2位以下切捨てとした。
3．記号・符号表示は次のとおり。
　　〔 0〕ゼロまたは単位未満の計数	 〔—〕該当計数なし	 〔△〕減少または負
　　〔…〕不詳または算出不能	 〔＊〕1,000%以上の増加率	 〔ｐ〕速報数字
　　〔ｒ〕訂正数字	 〔ｂ〕ｂ印までの数字と次期以降の数字は不連続
4．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の
4県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の4県である。

※　信金中金 地域・中小企業研究所のホームページ（http://www.scbri.jp/）よりExcel形式の統計資料をダウンロードすることができます。

統計資料の照会先：
信金中央金庫 地域・中小企業研究所
Tel 03‒5202‒7671　Fax 03‒3278‒7048

信用金庫の合併等
年　月　日 異　　　動　　　金　　　庫　　　名 新金庫名 金庫数 異動の種類

2009年11月24日 北見 紋別 北見 合併
2010年1月12日 山口 萩 萩山口 合併
2010年2月15日 杵島 西九州 九州ひぜん 合併
2011年2月14日 富山 上市 富山 合併
2012年11月26日 東山口 防府 東山口 合併
2013年11月5日 大阪市 大阪東 大福 大阪シティ 合併
2014年1月6日 三浦藤沢 かながわ 名称変更
2014年2月24日 十三 摂津水都 北おおさか 合併

2016年1月12日 大垣 西濃 大垣西濃 合併

2016年2月15日 福井 武生 福井 合併

2017年1月23日 江差 函館 道南うみ街 合併

2018年1月1日 札幌 小樽 北海 北海道 合併

2018年1月22日 宮崎 都城 宮崎都城 合併

1．（1）信用金庫の店舗数、合併等
信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移

信用金庫の合併等
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１．(2)  信用金庫の預金種類別預金・地区別預金

預金種類別預金 (単位:億円、％)

要求払 定期性  外貨預金等
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 11.3

△ 25.3

△ 0.3 △ 7.7
△ 0.2
△ 0.2
△ 0.2
△ 0.0 △ 5.7
△ 0.2
△ 0.3
△ 0.2
△ 0.3
△ 0.4
△ 0.3
△ 0.3
△ 0.4 △ 4.5
△ 0.2 △ 12.1
△ 0.4 △ 14.6

(備考) １. 預金計には譲渡性預金を含まない。
２. 実質預金は預金計から小切手･手形を差し引いたもの

地区別預金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

年 月 末
預金計  実質預金  譲渡性預金

北海道 東  北 東  京 関  東 北  陸 東  海

全 国 計年 月 末

年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州

1．（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
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１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 19.1
△ 30.4
△ 4.6

△ 1.2
△ 1.4
△ 0.9
△ 0.9
△ 0.8
△ 0.9 △ 0.5
△ 0.8
△ 0.8
△ 0.8
△ 0.8
△ 0.9
△ 0.9
△ 1.0
△ 1.0
△ 1.1
△ 1.2

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 6.3

△ 13.0
△ 10.0
△ 12.7

△ 3.5
△ 7.4 △ 0.3

△ 1.1

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 100.0
･･･ △ 9.9

△ 51.5
△ 1.3 △ 99.9

△ 100.0 △ 0.4
△ 100.0
△ 100.0
△ 100.0

△ 12.9 △ 100.0 △ 6.3
△ 0.1 △ 100.0
△ 0.8 △ 100.0 △ 0.8

△ 100.0
△ 0.0 ･･･

･･･
△ 15.5 ･･･
△ 0.1 ･･･

･･･
△ 16.5 ･･･ △ 3.4
△ 1.7 ･･･ △ 0.0

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 19.1
△ 30.4
△ 4.6

△ 1.2
△ 1.4
△ 0.9
△ 0.9
△ 0.8
△ 0.9 △ 0.5
△ 0.8
△ 0.8
△ 0.8
△ 0.8
△ 0.9
△ 0.9
△ 1.0
△ 1.0
△ 1.1
△ 1.2

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 6.3

△ 13.0
△ 10.0
△ 12.7

△ 3.5
△ 7.4 △ 0.3

△ 1.1

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 100.0
･･･ △ 9.9

△ 51.5
△ 1.3 △ 99.9

△ 100.0 △ 0.4
△ 100.0
△ 100.0
△ 100.0

△ 12.9 △ 100.0 △ 6.3
△ 0.1 △ 100.0
△ 0.8 △ 100.0 △ 0.8

△ 100.0
△ 0.0 ･･･

･･･
△ 15.5 ･･･
△ 0.1 ･･･

･･･
△ 16.5 ･･･ △ 3.4
△ 1.7 ･･･ △ 0.0

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 19.1
△ 30.4
△ 4.6

△ 1.2
△ 1.4
△ 0.9
△ 0.9
△ 0.8
△ 0.9 △ 0.5
△ 0.8
△ 0.8
△ 0.8
△ 0.8
△ 0.9
△ 0.9
△ 1.0
△ 1.0
△ 1.1
△ 1.2

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 6.3

△ 13.0
△ 10.0
△ 12.7

△ 3.5
△ 7.4 △ 0.3

△ 1.1

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 100.0
･･･ △ 9.9

△ 51.5
△ 1.3 △ 99.9

△ 100.0 △ 0.4
△ 100.0
△ 100.0
△ 100.0

△ 12.9 △ 100.0 △ 6.3
△ 0.1 △ 100.0
△ 0.8 △ 100.0 △ 0.8

△ 100.0
△ 0.0 ･･･

･･･
△ 15.5 ･･･
△ 0.1 ･･･

･･･
△ 16.5 ･･･ △ 3.4
△ 1.7 ･･･ △ 0.0

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

1．（3）信用金庫の預金者別預金
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１．(4)  信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金

科目別貸出金 (単位:億円、％)

手形貸付 証書貸付 当座貸越
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 11.9 △ 2.3
△ 4.8 △ 2.9
△ 7.3 △ 4.1

△ 10.5 △ 1.2
△ 8.5 △ 0.6
△ 6.7

△ 16.4
△ 5.2

△ 4.9
△ 4.1
△ 4.0
△ 3.8
△ 3.7

△ 4.9
△ 4.3

△ 4.4

地区別貸出金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1 △ 1.5
△ 0.5

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.7

△ 0.2

△ 0.1

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

貸出金計
割引手形 貸付金

年 月 末

北海道 東  北 東  京

年 月 末

関  東 北  陸 東  海
年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州 全 国 計

1．（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
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1．（5）信用金庫の貸出先別貸出金
１．(5)  信用金庫の貸出先別貸出金

(単位:億円、％)

貸出金計 　企業向け計
年 月 末 製造業 建設業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 3.6 △ 2.3
△ 1.6 △ 0.3
△ 1.3 △ 0.1
△ 1.4
△ 1.4
△ 1.1
△ 1.1

△ 0.9

年 月 末 卸売業 小売業 　不動産業
　個人による貸家業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 2.4 △ 2.6
△ 1.5 △ 1.1
△ 1.3 △ 1.7
△ 1.2 △ 0.7 △ 0.2
△ 1.1 △ 0.4 △ 0.2
△ 1.1
△ 0.8

△ 0.2
△ 0.2 △ 0.1

年 月 末 飲食業 宿泊業 　医療・福祉 　物品賃貸業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 3.6 △ 4.1 △ 1.6
△ 3.1 △ 1.5
△ 1.3 △ 1.9
△ 0.4 △ 0.5

△ 0.3
△ 0.4
△ 1.2

△ 0.1
△ 0.1

年 月 末 　住宅ローン

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

･･･

△ 2.7
△ 3.3
△ 1.5

△ 8.6

(備考) １．日本銀行「業種別貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(4)科目別・地区別貸出金の貸出金計とは一致しない。

　　　 ２．海外円借款、国内店名義現地貸を企業向け計の内訳として掲載

  地方公共団体 個  人 海外円借款、国内店名義現地貸
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1．（6）信用金庫の余裕資金運用状況１．(6)  信用金庫の余裕資金運用状況

(単位:億円、％)

コール 買 現 先 債券貸借取引 買入金銭 金 銭 の 商    品
現    金 買入手形 ローン 勘　　定 支払保証金 債    権 信    託 有価証券

公社公団債金 融 債 そ の 他
(△3.9)
(△2.2)
(△6.3) (△0.0)
(△5.7) (△3.3)

(△1.4) (△7.3) (△4.9)
(△0.0) (△4.8) (△3.4)

(△5.1) (△3.4)
(△0.3) (△8.5) (△3.3)
(△0.5) (△7.5) (△4.2)

(△5.9) (△3.8)
(△0.6) (△9.2) (△3.9)
(△0.1) (△9.2) (△3.5)

(△8.6) (△3.3)
(△9.4) (△3.5)

(△0.1) (△10.7) (△4.2)
(△8.4) (△3.7)
(△10.1) (△4.2)
(△11.9) (△4.9)
(△10.2) (△4.4)

信金中金
その他の 利 用 額 預 貸 率 (Ａ)/預金預 証 率(Ｂ)/預金(Ｂ)/(Ａ)
証    券 （Ｂ）

(備考) 1. (   )内は前年同月比増減率
預貸率＝貸出金/預金×100(%)、預証率＝有価証券/預金×100(%)（預金には譲渡性預金を含む。）
余資運用資産計は、現金、預け金、買入手形、コールローン、買現先勘定、債券貸借取引支払保証金、
買入金銭債権、金銭の信託、商品有価証券、有価証券の合計

短期社債 社    債 株    式

余資運用資産計(A)年 月 末 貸付信託投資信託外国証券

預 け 金年 月 末
うち信金中金預け金

有価証券年 月 末 国    債 地 方 債
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2．（1）業態別預貯金等２．(1)  業態別預貯金等

(単位:億円、％)

信用金庫 国内銀行 大手銀行 地方銀行

年 月 末 (債券､信託を含む) (債券､信託を含む) 　うち都市銀行

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

第二地銀 郵便貯金 預貯金等合計

年 月 末
前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
△ 1.8 ―　 ― ―　 ―
△ 1.4
△ 1.6 ―　 ― ―　 ―

(備考) 1. 日本銀行『金融経済統計月報』、ゆうちょ銀行ホームページ等より作成

大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

国内銀行･大手銀行には、全国内銀行の債券および信託勘定の金銭信託・貸付信託・年金信託・財産形成給付信託を含めた。

郵便貯金は2008年４月より四半期ベースで公表
預貯金等合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の預貯金等の残高の合計により算出

うち預金
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2．（2）業態別貸出金２．(2)  業態別貸出金

(単位:億円、％)

信用金庫 大手銀行 都市銀行 地方銀行 第二地銀 合  計

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.3
△ 0.1
△ 0.4
△ 0.2
△ 0.5
△ 0.9
△ 1.0
△ 1.4
△ 1.1
△ 1.0
△ 1.4
△ 1.3

△ 0.0
(備考) １．日本銀行『金融経済統計月報』等より作成

２．大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数
３．合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の貸出金残高の合計により算出

年 月 末



ＩＳＳＮ １３４６－９４７９

２０１8年（平成30年）10月1日 発行

２０１8年10月号 第１7巻 第10号（通巻555号）

発　行  信金中央金庫

編　集  信金中央金庫　地域・中小企業研究所

 〒103－0028 東京都中央区八重洲1－3－7

 TEL 03（5202）7671　FAX 03（3278）7048

＜本誌の無断転用、転載を禁じます＞

○対象分野は、当研究所の研究分野でもある「地域」「中小企業」「協同組織」に関連する金融・

経済分野とし、これら分野の研究の奨励を通じて、研究者の育成を図り、もって我が国におけ

る当該分野の学術研究振興に寄与することを目的としています。

○かかる目的を効果的に実現するため、本論文募集は、①懸賞論文と異なり、募集期限を設けな

い随時募集として息の長い取組みを目指していること、②要改善点を指摘し、加筆修正後の再

応募を認める場合があること、を特徴としています。

○信金中金月報への応募論文の掲載可否は、編集委員会が委嘱する審査員の審査結果に基づき、

編集委員会が決定するという、いわゆるレフェリー制を採用しており、本月報に掲載された論

文は当研究所ホームページにも掲載することで、広く一般に公表する機会を設けております。

詳しくは、当研究所ホームページ（http://www.scbri.jp/）に掲載されている募集要項等をご

参照ください。

  編集委員会 （敬称略、順不同）

 委 員 長 小川英治 一橋大学大学院 経営管理研究科教授

 副委員長 藤野次雄 横浜市立大学名誉教授・国際マネジメント研究科客員教授

 委　　員 勝　悦子 明治大学 政治経済学部教授

 委　　員 齋藤一朗 小樽商科大学大学院 商学研究科教授

 委　　員 家森信善 神戸大学 経済経営研究所教授

問い合わせ先

信金中央金庫 地域・中小企業研究所「信金中金月報掲載論文」募集事務局（担当：荻野、大島、岸本）

Tel : 03（5202）7671／Fax : 03（3278）7048

「信金中金月報掲載論文」募集のお知らせ ホームページのご案内

【ホームページの主なコンテンツ】
○当研究所の概要、活動状況、組織
○各種レポート
　内外経済、中小企業金融、地域金融、
　協同組織金融、産業・企業動向等
○刊行物
　信金中金月報、全国信用金庫概況・統計等
○信用金庫統計
　日本語／英語
○論文募集

【URL】
 http://www.scbri.jp/

　当研究所のホームページでは、当研究所の調査研究成果である各種レポート、信金中金月報のほか、統計デー
タ等を掲示し、広く一般の方のご利用に供しておりますのでご活用ください。
　また、「ご意見・ご要望窓口」を設置しておりますので、当研究所の調査研究や活動等に関しまして広くご意
見等をお寄せいただきますよう宜しくお願い申し上げます。



　1




